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関連規定等

第一節　総則
１　地方出入国在留管理局に、収容場を設ける。

２　入国者収容所等は、次に掲げる者を収容し、これ
らの者に対し必要な処遇を行う施設とする。
　一　収容令書の執行を受ける者
　二　退去強制令書の発付を受け、第五十二条第九
項、第五十二条の四第五項若しくは第六項の規定又
は第五十五条第三項若しくは第四項（これらの規定
を同条第五項において準用する場合を含む。）の規
定により収容される者

（目的）
第一条

この規則は、出入国管理及び難民認定法（昭和二十
六年政令第三百十九号）により入国者収容所又は
収容場（以下「収容所等」という。）に収容されている
者（以下「被収容者」という。）の人権を尊重しつつ、
適正な処遇を行うことを目的とする。

１　被収容者（入国者収容所等に収容されている者
をいう。以下この章及び第七十二条の二において同
じ。）の処遇は、被収容者の人権を尊重しつつ適正に
行わなければならない。

（生活様式の尊
重）
第二条

入国者収容所長及び地方出入国在留管理局長（以
下「所長等」という。）は、収容所等の保安上支障が
ない範囲内において、被収容者がその属する国の風
俗習慣によつて行う生活様式を尊重しなければなら
ない。

２　被収容者には、入国者収容所等の保安上支障が
ない範囲内においてできる限りの自由が与えられな
ければならない。

【従前規則】「その属する国
の生活様式の尊重」という
原則あり。
　↓
【改正法案】当該規定消滅

（意見聴取等）
第二条の二

所長等は、被収容者からの処遇に関する意見の聴
取、収容所等の巡視その他の措置を講じて、被収容
者の処遇の適正を期するものとする。

（意見聴取）
第六条

刑事施設の長は、その刑事施設の適正な運営に資
するため必要な意見を関係する公務所及び公私の
団体の職員並びに学識経験のある者から聴くことに
努めなければならない。

【従前規則】被収容者から
の意見の聴取等による適
正な処遇を期するとの規定
あり
　↓
【改正法案】当該規定消
滅。刑事施設にある、有識
者からの意見聴取の規定
も除外。

（収容所等の構造
及び設備）
第三条

１　収容所等の構造及び設備は、被収容者の健康及
び収容所等の秩序を維持するため、通風、採光、区
画及び使用面積等に配慮するとともに、被収容者の
逃走、奪取、暴行、自殺その他の事故（以下「保安上
の事故」という。）を防止するため、堅固で看守に便
利なようにしなければならない。

２　収容所等には、地震、風水害、火災その他の災
害（以下「非常災害」という。）に備え、非常口を設
け、かつ、警報ベル、消火器、避難器具等を備えて
おかなければならない。

（帳簿の備付）
第四条

　収容所等には、次に掲げる帳簿を備え、所定事項
を記録しておかなければならない。
一　別記第一号様式による被収容者名簿
二　別記第二号様式による看守勤務日誌
三　別記第三号様式による被収容者診療簿
四　別記第四号様式による被収容者面会簿
五　別記第五号様式による被収容者郵便物発受信
簿
六　別記第六号様式による被収容者給検食簿
七　別記第七号様式による被収容者物品貸与簿
八　別記第八号様式による被収容者物品給与簿

【従前規則】帳簿の備付義
務規定あり
　↓
【改正法案】当該規定消滅

１　入国者収容所長又は地方出入国在留管理局長
（以下この章及び第八章において「入国者収容所長
等」という。）は、法務省令で定めるところにより、被
収容者に対し、知的、教育的及び娯楽的活動その他
の活動について、援助を与えるように努めなければ
ならない。

（活動の援助）
第百八十五条

留置業務管理者は、内閣府令で定めるところにより、
被留置者に対し、知的、教育的及び娯楽的活動その
他の活動について、援助を与えるように努めなけれ
ばならない。

２　入国者収容所長等は、前項の規定による援助の
措置として、入国者収容所等に書籍を備え付けるも
のとする。この場合において、備え付けた書籍の閲
覧の方法は、入国者収容所長等が定めるものとす
る。

（宗教上の行為）
第五十五条の六

被収容者が一人で行う礼拝その他の宗教上の行為
は、禁止し、又は制限してはならない。ただし、入国
者収容所等の規律及び秩序の維持その他管理運営
上支障を生ずるおそれがある場合は、この限りでな
い。

（一人で行う宗教
上の行為）
第六十七条

被収容者が一人で行う礼拝その他の宗教上の行為
は、これを禁止し、又は制限してはならない。ただし、
刑事施設の規律及び秩序の維持その他管理運営上
支障を生ずるおそれがある場合は、この限りでない。

第二百五条

（書籍等の閲覧）
第五十五条の七

１　被収容者が自弁の書籍等（書籍、雑誌、新聞紙
その他の文書図画（信書を除く。）をいう。以下この章
において同じ。）を閲覧することは、次項に規定する
場合のほか、これを禁止し、又は制限してはならな
い。

（自弁の書籍等の
閲覧）
第六十九条

被収容者が自弁の書籍等を閲覧することは、この節
及び第十二節の規定による場合のほか、これを禁止
し、又は制限してはならない。

２　被収容者が書籍等を閲覧することにより、入国者
収容所等の規律及び秩序を害する結果を生ずるお
それがあるときには、その閲覧を禁止することができ
る。

第七十条 １刑事施設の長は、被収容者が自弁の書籍等を閲
覧することにより次の各号のいずれかに該当する場
合には、その閲覧を禁止することができる。
　一　刑事施設の規律及び秩序を害する結果を生ず
るおそれがあるとき。
　二　被収容者が受刑者である場合において、その
矯正処遇の適切な実施に支障を生ずるおそれがあ
るとき。
　三　被収容者が未決拘禁者である場合において、
罪証の隠滅の結果を生ずるおそれがあるとき。
２　前項の規定により閲覧を禁止すべき事由の有無
を確認するため自弁の書籍等の翻訳が必要である
ときは、法務省令で定めるところにより、被収容者に
その費用を負担させることができる。この場合におい
て、被収容者が負担すべき費用を負担しないとき
は、その閲覧を禁止する。

【改正法案】刑事収容施設
法の、翻訳費用を自己負
担できない場合の自弁書
籍閲覧禁止という条文は、
導入されなかった。

（収容区分）
第五条

男子と女子とは、分離して収容しなければならない。
ただし、所長等が被収容者の保護又は看護のため
必要があると認めるときは、この限りでない。

（被収容者の分
離）
第五十五条の八

１　男子の被収容者と女子の被収容者とは、分離し
て収容しなければならない。ただし、入国者収容所長
等が被収容者が被収容者である乳児を監護する必
要がある場合その他特に必要があると認めるとき
は、この限りでない。

（被収容者の分
離）
第四条

１　被収容者は、次に掲げる別に従い、それぞれ互
いに分離するものとする。
　一　性別
　二　受刑者（未決拘禁者としての地位を有するもの
を除く。）、未決拘禁者（受刑者又は死刑確定者とし
ての地位を有するものを除く。）、未決拘禁者としての
地位を有する受刑者、死刑確定者及び各種被収容
者の別
　三　懲役受刑者、禁錮受刑者及び拘留受刑者の別
２　前項の規定にかかわらず、受刑者に第九十二条
又は第九十三条に規定する作業として他の被収容
者に接して食事の配給その他の作業を行わせるた
め必要があるときは、同項第二号及び第三号に掲げ
る別による分離をしないことができる。
３　第一項の規定にかかわらず、適当と認めるとき
は、居室（被収容者が主として休息及び就寝のため
に使用する場所として刑事施設の長が指定する室を
いう。次編第二章において同じ。）外に限り、同項第
三号に掲げる別による分離をしないことができる。

（女子の被収容者
に関する特則）
第四十条の二

１　所長等は、女子の被収容者の身体及び衣類の検
査並びに入浴の立会は、女子の入国警備官に行わ
せなければならない。ただし、女子の入国警備官が
不在の場合は、入国警備官以外の女子の職員を指
名して、その者に行わせることができる。
２　所長等は、前項本文に定める場合のほか、女子
の被収容者の処遇については、女子の入国警備官
に行わせるように努めなければならない。

２　入国者収容所長等は、第五十五条の十九第二項
の身体の検査及び第五十五条の四十九第二項の身
体又は着衣の検査以外の場合であつても、女子の
被収容者の処遇については、女子の入国警備官に
行わせるように努めなければならない。

（実地監査）
第五十五条の九

出入国在留管理庁長官は、法務大臣の定めるところ
により、この章の規定の適正な施行を確保するた
め、その職員のうちから監査官を指名し、各入国者
収容所等について、毎年一回以上、実地監査を行わ
せなければならない。

（実地監査）
第五条

１　法務大臣は、この法律の適正な施行を期するた
め、その職員のうちから監査官を指名し、各刑事施
設について、毎年一回以上、これに実地監査を行わ
せなければならない。

刑事収容施設法

刑事収容施設及び被収容者等の処遇に関する法律（平成十七年法律第五十号）

（入国者収容所等
の事務）
第五十五条の三

（処遇の原則）
第五十五条の四

（活動の援助）
第五十五条の五

入管法改正案（政府案）と、現行省令（被収容者処遇規則）／刑事収容施設法との比較対照表

第五章の二（新設）　被収容者の処遇

入管法改正案

「出入国管理及び難民認定法及び日本国との平和条約に基づき日本

の国籍を離脱した者等の出入国管理に関する特例法の一部を改正す

る法律」案（第204回国会／衆／閣法／36号）

被収容者処遇規則

＊一部／現行入管法

（昭和五十六年法務省令第五十九号）

【従前規則】収容所等の備
えるべき構造／設備の要
件のあり
　↓
【改正法案】当該規定消滅



⇒（条文文言そのまま移動）⇒
１　法務省令で定める出入国在留管理官署に、入国
者収容所等視察委員会（以下この節において「委員
会」という。）を置く。

１　刑事施設に、刑事施設視察委員会（以下この章
において「委員会」という。）を置く。

２　委員会は、入国者収容所等の適正な運営に資す
るため、法務省令で定める担当区域内にある入国者
収容所等を視察し、その運営に関し、入国者収容所
長等に対して意見を述べるものとする。

２　刑事施設に、刑事施設視察委員会（以下この章
において「委員会」という。）を置く。

１　委員会は、委員十人以内で組織する。 １　委員会は、委員十人以内で組織する。

２　委員は、人格識見が高く、かつ、入国者収容所等
の運営の改善向上に熱意を有する者のうちから、法
務大臣が任命する。

２　委員は、人格識見が高く、かつ、刑事施設の運営
の改善向上に熱意を有する者のうちから、法務大臣
が任命する。

３　委員の任期は、一年とする。ただし、再任を妨げ
ない。

３　委員の任期は、一年とする。ただし、再任を妨げ
ない。

４　委員は、非常勤とする。 ４　委員は、非常勤とする。

５　前各項に定めるもののほか、委員会の組織及び
運営に関し必要な事項は、法務省令で定める。

５　前各項に定めるもののほか、委員会の組織及び
運営に関し必要な事項は、法務省令で定める。

１　入国者収容所長等は、入国者収容所等の運営の
状況について、法務省令で定めるところにより、定期
的に、又は必要に応じて、委員会に対し、情報を提
供するものとする。

（委員会に対する
情報の提供及び
委員の視察等）
第九条

１　刑事施設の長は、刑事施設の運営の状況につい
て、法務省令で定めるところにより、定期的に、又は
必要に応じて、委員会に対し、情報を提供するものと
する。

２　委員会は、入国者収容所等の運営の状況を把握
するため、委員による入国者収容所等の視察をする
ことができる。この場合において、委員会は、必要が
あると認めるときは、入国者収容所長等に対し、委員
による被収容者との面接の実施について協力を求め
ることができる。

２　委員会は、刑事施設の運営の状況を把握するた
め、委員による刑事施設の視察をすることができる。
この場合において、委員会は、必要があると認めると
きは、刑事施設の長に対し、委員による被収容者と
の面接の実施について協力を求めることができる。

３　入国者収容所長等は、前項の視察及び面接につ
いて、必要な協力をしなければならない。

３　刑事施設の長は、前項の視察及び被収容者との
面接について、必要な協力をしなければならない。

４　第五十五条の六十第一項、第五十五条の六十一
及び第五十五条の六十二の規定にかかわらず、被
収容者が委員会に対して提出する書面については、
検査し、又はその提出を差し止め、若しくは制限して
はならない。

４　第百二十七条（第百四十四条において準用する
場合を含む。）、第百三十五条（第百三十八条及び
第百四十二条において準用する場合を含む。）及び
第百四十条の規定にかかわらず、被収容者が委員
会に対して提出する書面は、検査をしてはならない。

現行入管法61条7
の5 ⇒（条文文言そのまま移動）⇒

（委員会の意見等
の公表）
第五十五条の十
三

法務大臣は、毎年、委員会が入国者収容所長等に
対して述べた意見及びこれを受けて入国者収容所長
等が講じた措置の内容を取りまとめ、その概要を公
表するものとする。

（委員会の意見等
の公表）
第十条

法務大臣は、毎年、委員会が刑事施設の長に対して
述べた意見及びこれを受けて刑事施設の長が講じ
た措置の内容を取りまとめ、その概要を公表するも
のとする。

（出国待機施設の
視察等）
第五十五条の十
四

１　委員会は、第五十五条の十第二項に規定する事
務を行うほか、出国待機施設（第十三条の二第一項
に規定する法務省令で定める施設をいう。以下この
項及び第五十九条第三項において同じ。）の適正な
運営に資するため、法務省令で定める担当区域内に
ある出国待機施設を視察し、その運営に関し、当該
出国待機施設の所在地を管轄する地方出入国在留
管理局の長に対して意見を述べるものとする。

２　前二条の規定は、前項に規定する事務を行う場
合に準用する。

（参観）
第五十五条の十
五

入国者収容所長等は、その入国者収容所等の参観
を申し出る者がある場合において相当と認めるとき
は、これを許すことができる。

（参観）
第十二条

刑事施設の長は、その刑事施設の参観を申し出る者
がある場合において相当と認めるときは、これを許す
ことができる。

【改正法案】収容所等の参
観の規定を新設

（刑務官）
第十三条

３　刑務官には、被収容者の人権に関する理解を深
めさせ、並びに被収容者の処遇を適正かつ効果的に
行うために必要な知識及び技能を習得させ、及び向
上させるために必要な研修及び訓練を行うものとす
る。

【改正法案】入国警備官に
対する人権理解習得のた
めの研修等の規定が新設
された。

（留置業務管理者
等）
第十六条

２　留置施設に係る留置業務に従事する警察官（以
下「留置担当官」という。）には、被留置者の人権に
関する理解を深めさせ、並びに被留置者の処遇を適
正かつ効果的に行うために必要な知識及び技能を
習得させ、及び向上させるために必要な研修及び訓
練を行うものとする。

（医師等職員の国
家公務員法等の
特例）
第五十五条の十
七

１　医師等職員（入国者収容所又は地方出入国在留
管理局の職員である医師又は歯科医師をいう。以下
この章において同じ。）であつて、一般職の職員の給
与に関する法律（昭和二十五年法律第九十五号）別
表第八イ医療職俸給表（一）の適用を受ける者は、
部外診療（病院又は診療所その他これらに準ずるも
のとして内閣官房令・法務省令で定める施設（これら
の職員が国家公務員の身分を有しないものに限
る。）において行う医業又は歯科医業（当該医師等職
員が団体の役員、顧問又は評議員の職を兼ねて行
うもの及び自ら営利を目的とする私企業を営んで行
うものを除く。）をいう。以下この条において同じ。）を
行おうとする場合において、当該部外診療を行うこと
が、次の各号のいずれかに該当するときは、内閣官
房令・法務省令で定めるところにより、出入国在留管
理庁長官の承認を受けることができる。
　一　その正規の勤務時間（一般職の職員の勤務時
間、休暇等に関する法律（平成六年法律第三十三
号）第十三条第一項に規定する正規の勤務時間を
いう。以下この条において同じ。）において、勤務しな
いこととなる場合
　二　報酬を得て、行うこととなる場合

【改正法案】常勤医師確保
困難を踏まえ、医師の兼職
等についての緩和規定を
新設。

２　前項の承認を受けた医師等職員が、その正規の
勤務時間において、当該承認に係る部外診療を行う
ため勤務しない場合には、その勤務しない時間につ
いては、国家公務員法（昭和二十二年法律第百二十
号）第百一条第一項前段の規定は、適用しない。

３　第一項の承認を受けた医師等職員が、報酬を得
て、当該承認に係る部外診療を行う場合には、国家
公務員法第百四条の許可を要しない。

４　第一項の承認を受けた医師等職員が、その正規
の勤務時間において、当該承認に係る部外診療を
行うため勤務しない場合には、一般職の職員の給与
に関する法律第十五条の規定にかかわらず、その
勤務しない一時間につき、同法第十九条に規定する
勤務一時間当たりの給与額を減額して給与を支給す
る。

（適法な収容）
第六条

所長等は、新たに収容される者を収容所等に収容す
るときは、その収容が適法であることを確認しなけれ
ばならない。

【従前規則】収容開始時
の、所長による収容の適法
性確認義務規定あり。
　↓
【法制法案】当該規定消滅

⇒（条文文言そのまま移動　※１項の引用条文番号
等のみ調整）⇒

現行入管法61条7
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第二節　収容の開始

（研修及び訓練）
第五十五条の十
六

入国者収容所等に勤務する入国警備官には、被収
容者の人権に関する理解を深めさせ、並びに被収容
者の処遇を適正かつ効果的に行うために必要な知
識及び技能を習得させ、及び向上させるために必要
な研修及び訓練を行うものとする。

現行入管法61条
の7の3

現行入管法61条
の7の2

⇒（条文文言そのまま移動）⇒

（委員会に対する
情報の提供及び
委員の視察等）
第五十五条の十
二

現行入管法61条
の７の4 ⇒（条文文言そのまま移動　※４項の引用条文番号

のみ調整）⇒

（入国者収容所等
視察委員会）
第五十五条の十

（刑事施設視察委
員会）
第七条

（組織等）
第八条

（組織等）
第五十五条の十
一

視察委員会関連規定は、
従前の入管法にあった規
定を横滑り。



（遵守事項）
第七条

１　収容所等の安全と秩序を維持するため及び収容
所等における生活を円滑に行わせるため必要な被
収容者の遵守すべき事項（以下「遵守事項」という。）
は、次のとおりとする。
　一　逃走し、又は逃走することを企てないこと。
　二　自損行為をし、又はこれを企てないこと。
　三　他人に対し危害を加え、又は危害を加えること
を企てないこと。
　四　他人に対する迷惑行為をしないこと。
　五　収容所等の設備、器具その他の物を損壊をし
ないこと。
　六　許可を得ないで、外部の者との物品の接受をし
ないこと。
　七　凶器、発火物その他の危険物を所持、使用し
ないこと。
　八　職員の職務執行を妨害しないこと。
　九　整理整とん及び清潔の保持に努めること。

２　所長等は、前項のほか、収容所等の実情に応じ、
出入国在留管理庁長官の認可を受けて遵守事項を
定めることができる。

３　所長等は、新たに収容される者を収容所等に収
容するときは、遵守事項をあらかじめその者に告知し
なければならない。

４　入国警備官は、被収容者に対し、遵守事項を遵
守させるため必要な指導を行うことができる。

（収容開始時の告
知）
第五十五条の十
八

１　入国者収容所長等は、被収容者に対し、その入
国者収容所等における収容の開始に際し、次に掲げ
る事項を告知しなければならない。
　一　物品の貸与及び支給並びに自弁に関する事項
　二　第五十五条の二十九第一項に規定する保管
私物その他の金品の取扱いに関する事項
　三　保健衛生及び医療に関する事項
　四　宗教上の行為に関する事項
　五　書籍等の閲覧に関する事項
　六　第五十五条の四十八第一項に規定する遵守
事項
　七　面会及び通信の発受に関する事項
　八　審査の申請を行うことができる措置、審査の申
請をすべき行政庁及び審査の申請期間その他の審
査の申請に関する事項
　九　第五十五条の七十四第一項の規定による申告
を行うことができる行為、申告先及び申告期間その
他の同項の規定による申告に関する事項
　十　苦情の申出に関する事項

（収容開始時の告
知）
第三十三条

１　刑事施設の長は、被収容者に対し、その刑事施
設における収容の開始に際し、被収容者としての地
位に応じ、次に掲げる事項を告知しなければならな
い。その刑事施設に収容されている被収容者がその
地位を異にするに至ったときも、同様とする。
　一　物品の貸与及び支給並びに自弁に関する事項
　二　第四十八条第一項に規定する保管私物その他
の金品の取扱いに関する事項
　三　保健衛生及び医療に関する事項
　四　宗教上の行為、儀式行事及び教誨かいに関す
る事項
　五　書籍等（書籍、雑誌、新聞紙その他の文書図
画（信書を除く。）をいう。以下同じ。）の閲覧に関する
事項
　六　第七十四条第一項に規定する遵守事項
　七　面会及び信書の発受に関する事項
　八　懲罰に関する事項
　九　審査の申請を行うことができる措置、審査の申
請をすべき行政庁及び審査の申請期間その他の審
査の申請に関する事項
　十　第百六十三条第一項の規定による申告を行う
ことができる行為、申告先及び申告期間その他の同
項の規定による申告に関する事項

２　前項の規定による告知は、法務省令で定めるとこ
ろにより、書面で行うものとする。

２　前項の規定による告知は、法務省令で定めるとこ
ろにより、書面で行う。

（指紋及び写真）
第十二条

　所長等は、新たに収容される者を収容所等に収容
するときは、十六歳未満の者を除き、入国警備官に
指紋を採取させ、身長及び体重を測定させ、かつ、
写真を撮影させなければならない。

（傷跡等の記録）
第十三条

　入国警備官は、新たに収容される者の身体に傷跡
その他の異状を発見したときは、その状況及び原因
等を被収容者名簿に記録しなければならない。

【従前規則】収容開始時
の、身体の傷痕等記録規
定あり。
　↓
【改正法案】当該規定消滅

（身体、所持品及
び衣類の検査）
第十条

　所長等は、収容所等の保安上又は衛生上必要が
あると認めるときは、入国警備官に被収容者の身
体、所持品及び衣類の検査を行わせることができ
る。

（識別のための身
体検査）
第五十五条の十
九

１　入国警備官は、被収容者について、その入国者
収容所等における収容の開始に際し、その者の識別
のため必要な限度で、その身体を検査することがで
きる。その後必要が生じたときも、同様とする。

（識別のための身
体検査）
第三十四条

１　刑務官は、被収容者について、その刑事施設に
おける収容の開始に際し、その者の識別のため必要
な限度で、その身体を検査することができる。その後
必要が生じたときも、同様とする。

（識別のための身
体検査）
第百八十一条、第
二百四十二条

（女子の被収容者
に関する特則）
第四十条の二

１　所長等は、女子の被収容者の身体及び衣類の検
査並びに入浴の立会は、女子の入国警備官に行わ
せなければならない。ただし、女子の入国警備官が
不在の場合は、入国警備官以外の女子の職員を指
名して、その者に行わせることができる。
２　所長等は、前項本文に定める場合のほか、女子
の被収容者の処遇については、女子の入国警備官
に行わせるように努めなければならない。

２　女子の被収容者について前項の規定により検査
を行う場合には、女子の入国警備官がこれを行わな
ければならない。ただし、女子の入国警備官がその
検査を行うことができない場合には、男子の入国警
備官が入国者収容所長等の指名する女子の職員を
指揮して、これを行うことができる。

２　女子の被収容者について前項の規定により検査
を行う場合には、女子の刑務官がこれを行わなけれ
ばならない。ただし、女子の刑務官がその検査を行う
ことができない場合には、男子の刑務官が刑事施設
の長の指名する女子の職員を指揮して、これを行う
ことができる。

（起居動作の時間
帯）
第五十五条の二
十

入国者収容所長等は、法務省令で定めるところによ
り、食事、就寝その他の起居動作をすべき時間帯を
定め、これを被収容者に告知するものとする。

（起居動作の時間
帯）
第百八十四条

留置業務管理者は、内閣府令で定めるところにより、
食事、就寝その他の起居動作をすべき時間帯を定
め、これを被留置者に告知するものとする。

第二百四十四条

（物品の貸与等）
第五十五条の二
十一

１　被収容者には、次に掲げる物品（書籍等を除く。
以下この条から第五十五条の二十四まで及び第五
十五条の六十八第一項第三号において同じ。）であ
つて、入国者収容所等における日常生活に必要なも
の（第五十五条の二十三第一項各号に掲げる物品
を除く。）を貸与し、又は支給するものとする。
　一　衣類及び寝具
　二　食事及び湯茶
　三　日用品、筆記具その他の物品

（物品の貸与等）
第四十条

被収容者には、次に掲げる物品（書籍等を除く。以下
この節において同じ。）であって、刑事施設における
日常生活に必要なもの（第四十二条第一項各号に
掲げる物品を除く。）を貸与し、又は支給する。
　一　衣類及び寝具
　二　食事及び湯茶
　三　日用品、筆記具その他の物品

（物品の貸与等）
第百八十六条

２　被収容者には、前項に定めるもののほか、法務
省令で定めるところにより、必要に応じ、入国者収容
所等における日常生活に用いる物品（第五十五条の
二十三第一項各号に掲げる物品を除く。）を貸与し、
又は嗜好品を支給することができる。

２　被収容者には、前項に定めるもののほか、法務
省令で定めるところにより、必要に応じ、室内装飾品
その他の刑事施設における日常生活に用いる物品
（第四十二条第一項各号に掲げる物品を除く。）を貸
与し、又は嗜し好品（酒類を除く。以下同じ。）を支給
することができる。

（自弁の物品の使
用等）
第五十五条の二
十二

入国者収容所長等は、被収容者が、次に掲げる物
品（次条第一項各号に掲げる物品を除く。）につい
て、自弁のものを使用し、又は摂取したい旨の申出
をした場合には、入国者収容所等の規律及び秩序
の維持その他管理運営上支障を生ずるおそれがあ
る場合を除き、法務省令で定めるところにより、これ
を許すものとする。
　一　衣類
　二　食料品及び飲料
　三　室内装飾品
　四　嗜好品
　五　日用品、文房具その他の入国者収容所等にお
ける日常生活に用いる物品

（自弁の物品の使
用等）
第四十一条

刑事施設の長は、受刑者が、次に掲げる物品（次条
第一項各号に掲げる物品を除く。次項において同
じ。）について、自弁のものを使用し、又は摂取したい
旨の申出をした場合において、その者の処遇上適当
と認めるときは、法務省令で定めるところにより、これ
を許すことができる。
　一　衣類
　二　食料品及び飲料
　三　室内装飾品
　四　嗜好品
　五　日用品、文房具その他の刑事施設における日
常生活に用いる物品

２　刑事施設の長は、受刑者以外の被収容者が、前
項各号に掲げる物品及び寝具について自弁のもの
を使用し、又は摂取したい旨の申出をした場合に
は、刑事施設の規律及び秩序の維持その他管理運
営上支障を生ずるおそれがある場合並びに第十二
節の規定により禁止される場合を除き、法務省令で
定めるところにより、これを許すものとする。

（自弁の物品の使
用等）
第百八十七条

（補正器具等の自
弁等）
第五十五条の二
十三

１　被収容者には、次に掲げる物品については、入
国者収容所等の規律及び秩序の維持その他管理運
営上支障を生ずるおそれがある場合を除き、自弁の
ものを使用させるものとする。
　一　眼鏡その他の補正器具
　二　信書を発するのに必要な封筒その他の物品
　三　その他法務省令で定める物品

（補正器具等の自
弁等）
第百八十八条

１　被留置者には、次に掲げる物品については、留
置施設の規律及び秩序の維持その他管理運営上支
障を生ずるおそれがある場合を除き、自弁のものを
使用させるものとする。
　一　眼鏡その他の補正器具
　二　信書を発するのに必要な封筒その他の物品
　三　その他内閣府令で定める物品

（補正器具等の自
弁等）
第四十二条

２　前項各号に掲げる物品について、被収容者が自
弁のものを使用することができない場合であつて、必
要と認めるときは、その者にこれを貸与し、又は支給
するものとする。

２　前項各号に掲げる物品について、被留置者が自
弁のものを使用することができない場合であって、必
要と認めるときは、その者にこれを貸与し、又は支給
するものとする。

（物品の貸与等の
基準）
第五十五条の二
十四

第五十五条の二十一又は前条第二項の規定により
貸与し、又は支給する物品は、被収容者の健康を保
持するに足り、かつ、国民生活の実情等を勘案し、被
収容者としての地位に照らして、適正と認められるも
のでなければならない。

（物品の貸与等の
基準）
第四十三条

第百八十六条又は前条第二項の規定により貸与し、
又は支給する物品は、被留置者の健康を保持する
に足り、かつ、国民生活の実情等を勘案し、被留置
者としての地位に照らして、適正と認められるもので
なければならない。

（物品の貸与等の
基準）
第百八十九条

（金品の検査）
第五十五条の二
十五

入国者収容所等の職員は、次に掲げる金品につい
て、検査を行うことができる。
　一　被収容者が収容される際に所持する現金及び
物品
　二　被収容者が収容中に取得した現金及び物品
（信書を除く。次号において同じ。）であつて、同号に
掲げる現金及び物品以外のもの（入国者収容所長
等から支給された物品を除く。）
　三　被収容者に交付するため当該被収容者以外の
者が入国者収容所等に持参し、又は送付した現金及
び物品

（金品の検査）
第四十四条

刑事施設の職員は、次に掲げる金品について、検査
を行うことができる。
　一　被収容者が収容される際に所持する現金及び
物品
　二　被収容者が収容中に取得した現金及び物品
（信書を除く。次号において同じ。）であって、同号に
掲げる現金及び物品以外のもの（刑事施設の長から
支給された物品を除く。）
　三　被収容者に交付するため当該被収容者以外の
者が刑事施設に持参し、又は送付した現金及び物品

（金品の検査）
第百九十一条

（物品の領置）
第十一条

１　所長等は、収容所等の保安上又は衛生上必要が
あると認め、被収容者の物品を領置するときは、当
該被収容者に別記第九号様式（甲・乙）による預り証
を交付しなければならない。
２　前項の規定により領置した物品で滅失若しくは破
損のおそれがあるもの又は保管に不便なものは、被
収容者の承諾を得て廃棄し又は換価してその代金を
領置することができる。

（収容時の所持物
品等の処分）
第五十五条の二
十六

１　入国者収容所長等は、前条第一号又は第二号に
掲げる物品が次の各号のいずれかに該当するとき
は、被収容者に対し、その物品について、親族（婚姻
の届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事
情にある者を含む。以下この節において同じ。）その
他相当と認める者への交付その他相当の処分を求
めるものとする。
　一　保管に不便なものであるとき。
　二　腐敗し、又は滅失するおそれがあるものである
とき。
　三　危険を生ずるおそれがあるものであるとき。

（収容時の所持物
品等の処分）
第四十五条

１　刑事施設の長は、前条第一号又は第二号に掲げ
る物品が次の各号のいずれかに該当するときは、被
収容者に対し、その物品について、親族（婚姻の届
出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情に
ある者を含む。以下同じ。）その他相当と認める者へ
の交付その他相当の処分を求めるものとする。
　一　保管に不便なものであるとき。
　二　腐敗し、又は滅失するおそれがあるものである
とき。
　三　危険を生ずるおそれがあるものであるとき。

第三節　金品の取扱い等



２　前項の規定により物品の処分を求めた場合にお
いて、被収容者が相当の期間内にその処分をしない
ときは、入国者収容所長等は、これを売却してその
代金を被収容者に引き渡すものとする。ただし、売却
することができないものは、廃棄することができる。

２　前項の規定により物品の処分を求めた場合にお
いて、被収容者が相当の期間内にその処分をしない
ときは、刑事施設の長は、これを売却してその代金を
領置する。ただし、売却することができないものは、
廃棄することができる。

（物品の授与及び
送付）
第三十六条

１　所長等は、被収容者に対し物品の授与の申出が
あつた場合又は送付があつた場合において、その物
品を検査し、収容所等の保安上又は衛生上支障が
ないと認めるときは、その授与を許可し、又はこれを
交付しなければならない。

３　第十一条第一項の規定は、前項の領置について
準用する。

（差入物の引取り
等）
第五十五条の二
十七

１　入国者収容所長等は、第五十五条の二十五第三
号に掲げる現金又は物品が次の各号のいずれかに
該当するときは、その現金又は物品を持参し、又は
送付した者（以下この節において「差入人」という。）
に対し、その引取りを求めるものとする。
　一　被収容者に交付することにより、入国者収容所
等の規律及び秩序を害するおそれがあるものである
とき。
　二　差入人の氏名が明らかでないものであるとき。
　三　自弁により使用し、若しくは摂取することができ
ることとされる物品又は出所の際に必要と認められ
る物品（以下この節において「自弁物品等」という。）
以外の物品であるとき。
　四　前条第一項各号のいずれかに該当する物品で
あるとき。

（差入物の引取り
等）
第四十六条

刑事施設の長は、第四十四条第三号に掲げる現金
又は物品が次の各号のいずれかに該当するときは、
その現金又は物品を持参し、又は送付した者（以下
「差入人」という。）に対し、その引取りを求めるものと
する。
　一　被収容者に交付することにより、刑事施設の規
律及び秩序を害するおそれがあるものであるとき。
　二　交付の相手方が受刑者であり、かつ、差入人
が親族以外の者である場合において、その受刑者
に交付することにより、その矯正処遇の適切な実施
に支障を生ずるおそれがあるものであるとき。
　三　交付の相手方が未決拘禁者である場合におい
て、刑事訴訟法の定めるところによりその者が交付
を受けることが許されない物品であるとき。
　 四　差入人の氏名が明らかでないものであるとき。
　五　自弁により使用し、若しくは摂取することができ
ることとされる物品又は釈放の際に必要と認められ
る物品（以下「自弁物品等」という。）以外の物品であ
るとき。
　六　前条第一項各号のいずれかに該当する物品で
あるとき。

（差入物の引取り
等）
第百九十三条

２　所長等は、前項の規定による検査の結果、収容
所等の保安上又は衛生上支障があると認める物品
があるときは、これを返還し、又は領置しなければな
らない。

２　第五十五条の二十五第三号に掲げる現金又は
物品であつて、前項第一号又は第二号に該当するも
のについて、差入人の所在が明らかでないため同項
の規定による引取りを求めることができないときは、
入国者収容所長等は、その旨を政令で定める方法
によつて公告しなければならない。

２　第四十四条第三号に掲げる現金又は物品であっ
て、前項第一号から第四号までのいずれかに該当す
るものについて、差入人の所在が明らかでないため
同項の規定による引取りを求めることができないとき
は、刑事施設の長は、その旨を政令で定める方法に
よって公告しなければならない。

３　前項に規定する現金又は物品について、第一項
の規定による引取りを求め、又は前項の規定により
公告した日から起算して六月を経過する日までに差
入人がその現金又は物品の引取りをしないときは、
その現金又は物品は、国庫に帰属する。

３　前項に規定する現金又は物品について、第一項
の規定による引取りを求め、又は前項の規定により
公告した日から起算して六月を経過する日までに差
入人がその現金又は物品の引取りをしないときは、
その現金又は物品は、国庫に帰属する。

４　第二項に規定する物品であつて、第一項第四号
に該当するものについては、入国者収容所長等は、
前項の期間内でも、これを売却してその代金を保管
することができる。ただし、売却できないものは、廃棄
することができる。

４　第二項に規定する物品であって、第一項第六号
に該当するものについては、刑事施設の長は、前項
の期間内でも、これを売却してその代金を保管する
ことができる。ただし、売却できないものは、廃棄する
ことができる。

５　第五十五条の二十五第三号に掲げる現金又は
物品であつて、第一項第三号又は第四号に該当す
るもの（同項第一号又は第二号に該当するものを除
く。）について、差入人の所在が明らかでないため同
項の規定による引取りを求めることができないとき、
若しくはその引取りを求めることが相当でないとき、
又は差入人がその引取りを拒んだときは、入国者収
容所長等は、被収容者に対し、親族その他相当と認
める者への交付その他相当の処分を求めるものとす
る。

５　第四十四条第三号に掲げる現金又は物品であっ
て、第一項第五号又は第六号に該当するもの（同項
第一号から第四号までのいずれかに該当するものを
除く。）について、差入人の所在が明らかでないため
同項の規定による引取りを求めることができないと
き、若しくはその引取りを求めることが相当でないと
き、又は差入人がその引取りを拒んだときは、刑事
施設の長は、被収容者に対し、親族その他相当と認
める者への交付その他相当の処分を求めるものとす
る。

６　前条第二項の規定は、前項の規定により処分を
求めた場合について準用する。

６　前条第二項の規定は、前項の規定により処分を
求めた場合について準用する。

７　第五十五条の二十五第三号に掲げる現金又は
物品であつて、第一項各号のいずれにも該当しない
ものについて、被収容者がその交付を受けることを
拒んだ場合には、入国者収容所長等は、差入人に
対し、その引取りを求めるものとする。この場合にお
いては、第二項及び第三項の規定を準用する。

７　第四十四条第三号に掲げる現金又は物品であっ
て、第一項各号のいずれにも該当しないものについ
て、被収容者がその交付を受けることを拒んだ場合
には、刑事施設の長は、差入人に対し、その引取り
を求めるものとする。この場合においては、第二項及
び第三項の規定を準用する。

（金品の引渡し及
び領置）
第五十五条の二
十八

１　次に掲げる金品のうち、この節の規定により被収
容者が使用し、又は摂取することができるものは、被
収容者に引き渡すものとする。
　一　第五十五条の二十五第一号又は第二号に掲
げる金品であつて、第五十五条の二十六第一項各
号のいずれにも該当しないもの
　二　第五十五条の二十五第三号に掲げる金品であ
つて、前条第一項各号のいずれにも該当しないもの
（被収容者が交付を受けることを拒んだ金品を除
く。）

（物品の引渡し及
び領置）
第四十七条

１　次に掲げる物品のうち、この法律の規定により被
収容者が使用し、又は摂取することができるものは、
被収容者に引き渡す。
　一　第四十四条第一号又は第二号に掲げる物品で
あって、第四十五条第一項各号のいずれにも該当し
ないもの
　二　第四十四条第三号に掲げる物品であって、前
条第一項各号のいずれにも該当しないもの（被収容
者が交付を受けることを拒んだ物品を除く。）

（物品の引渡し及
び領置）
第百九十四条

２　前項各号に掲げる金品のうち、この節の規定によ
り被収容者が使用し、又は摂取することができるもの
以外のものは、入国者収容所長等が領置するものと
する。

２　次に掲げる金品は、刑事施設の長が領置する。
　一　前項各号に掲げる物品のうち、この法律の規
定により被収容者が使用し、又は摂取することがで
きるもの以外のもの
  二　第四十四条各号に掲げる現金であって、前条
第一項第一号、第二号又は第四号のいずれにも該
当しないもの

（物品の領置）
第十一条

１　所長等は、収容所等の保安上又は衛生上必要が
あると認め、被収容者の物品を領置するときは、当
該被収容者に別記第九号様式（甲・乙）による預り証
を交付しなければならない。
２　前項の規定により領置した物品で滅失若しくは破
損のおそれがあるもの又は保管に不便なものは、被
収容者の承諾を得て廃棄し又は換価してその代金を
領置することができる。

（保管私物等）
第五十五条の二
十九

１　入国者収容所長等は、法務省令で定めるところ
により、保管私物（被収容者が前条第一項の規定に
より引渡しを受けて保管する物品（第五項の規定に
より引渡しを受けて保管する物品を含む。）及び被収
容者が受けた信書でその保管するものをいう。以下
この節及び第五十五条の六十八第一項第四号にお
いて同じ。）の保管方法について、入国者収容所等
の管理運営上必要な制限をすることができる。

（保管私物等）
第四十八条

１　刑事施設の長は、法務省令で定めるところによ
り、保管私物（被収容者が前条第一項の規定により
引渡しを受けて保管する物品（第五項の規定により
引渡しを受けて保管する物品を含む。）及び被収容
者が受けた信書でその保管するものをいう。以下こ
の章において同じ。）の保管方法について、刑事施
設の管理運営上必要な制限をすることができる。

（保管私物等）
第百九十五条

２　入国者収容所長等は、被収容者の保管私物（法
務省令で定めるものを除く。）の総量（第五項及び次
条において「保管総量」という。）が保管限度量（被収
容者一人当たりについて保管することができる物品
の量として入国者収容所長等が定める量をいう。同
項及び同条において同じ。）を超えるとき、又は被収
容者について領置している物品（法務省令で定める
ものを除く。）の総量（第四項及び同条において「領
置総量」という。）が領置限度量（被収容者一人当た
りについて領置することができる物品の量として入国
者収容所長等が定める量をいう。同項及び同条にお
いて同じ。）を超えるときは、当該被収容者に対し、そ
の超過量に相当する量の物品について、親族その
他相当と認める者への交付その他相当の処分を求
めることができる。腐敗し、又は滅失するおそれが生
じた物品についても、同様とする。

２　刑事施設の長は、被収容者の保管私物（法務省
令で定めるものを除く。）の総量（以下この節におい
て「保管総量」という。）が保管限度量（被収容者とし
ての地位の別ごとに被収容者一人当たりについて保
管することができる物品の量として刑事施設の長が
定める量をいう。以下この節において同じ。）を超え
るとき、又は被収容者について領置している物品（法
務省令で定めるものを除く。）の総量（以下この節に
おいて「領置総量」という。）が領置限度量（被収容者
としての地位の別ごとに被収容者一人当たりについ
て領置することができる物品の量として刑事施設の
長が定める量をいう。以下この節において同じ。）を
超えるときは、当該被収容者に対し、その超過量に
相当する量の物品について、親族その他相当と認め
る者への交付その他相当の処分を求めることができ
る。腐敗し、又は滅失するおそれが生じた物品につ
いても、同様とする。

３　第五十五条の二十六第二項の規定は、前項の規
定により処分を求めた場合について準用する。

３　第四十五条第二項の規定は、前項の規定により
処分を求めた場合について準用する。

４　入国者収容所長等は、被収容者が保管私物につ
いて領置することを求めた場合において、相当と認
めるときは、これを領置することができる。ただし、領
置総量が領置限度量を超えることとなる場合は、こ
の限りでない。

４　刑事施設の長は、被収容者が保管私物について
領置することを求めた場合において、相当と認めると
きは、これを領置することができる。ただし、領置総
量が領置限度量を超えることとなる場合は、この限り
でない。

３　第一項の規定により領置した物品について、被収
容者からその全部又は一部の返還申出があつたと
きは、その申出を適当と認めたときに限り、これを許
可することができる。

５　入国者収容所長等は、前項の規定により領置し
ている物品について、被収容者がその引渡しを求め
た場合には、これを引き渡すものとする。ただし、保
管総量が保管限度量を超えることとなる場合は、こ
の限りでない。

５　刑事施設の長は、前項の規定により領置している
物品について、被収容者がその引渡しを求めた場合
には、これを引き渡すものとする。ただし、保管総量
が保管限度量を超えることとなる場合は、この限りで
ない。

（物品の購入）
第三十五条

　所長等は、被収容者から衣類、日用品、飲食物そ
の他の物品の自費による購入の申出があつたとき
は、収容所等の保安上又は衛生上支障がないと認
める範囲内において、これを許可するものとする。

（物品の購入）
第五十五条の三
十

入国者収容所長等は、被収容者が自ら保管する現
金を使用して自弁物品等を購入することを申請した
場合には、その購入により、保管総量が保管限度量
を超え、又は領置総量が領置限度量を超えることと
なるときを除き、これを許すものとする。

（領置金の使用）
第四十九条

刑事施設の長は、被収容者が、自弁物品等を購入
し、又は刑事施設における日常生活上自ら負担すべ
き費用に充てるため、領置されている現金を使用す
ることを申請した場合には、必要な金額の現金の使
用を許すものとする。ただし、自弁物品等を購入する
ための現金の使用については、次の各号のいずれ
かに該当するときは、この限りでない。
　一　購入により、保管総量が保管限度量を超え、又
は領置総量が領置限度量を超えることとなるとき。
　二　被収容者が未決拘禁者である場合において、
刑事訴訟法の定めるところにより購入する自弁物品
等の交付を受けることが許されないとき。

（領置金の使用）
第百九十六条



（保管私物等の交
付）
第五十五条の三
十一

入国者収容所長等は、被収容者が、保管私物、自ら
保管する現金又は領置されている物品（第五十五条
の六十五に規定する文書図画に該当するものを除
く。）について、他の者への交付（信書の発信に該当
するものを除く。）を申請した場合には、その交付（そ
の相手方が親族であるものを除く。）により、入国者
収容所等の規律及び秩序を害するおそれがある場
合を除き、これを許すものとする。

（保管私物又は領
置金品の交付）
第五十条

刑事施設の長は、被収容者が、保管私物又は領置
されている金品（第百三十三条（第百三十六条、第
百三十八条、第百四十一条、第百四十二条及び第
百四十四条において準用する場合を含む。）に規定
する文書図画に該当するものを除く。）について、他
の者（当該刑事施設に収容されている者を除く。）へ
の交付（信書の発信に該当するものを除く。）を申請
した場合には、次の各号のいずれかに該当する場合
を除き、これを許すものとする。
　一　交付（その相手方が親族であるものを除く。次
号において同じ。）により、刑事施設の規律及び秩序
を害するおそれがあるとき。
　二　被収容者が受刑者である場合において、交付
により、その矯正処遇の適切な実施に支障を生ずる
おそれがあるとき。
　三　被収容者が未決拘禁者である場合において、
刑事訴訟法の定めるところにより交付が許されない
物品であるとき。

（保管私物又は領
置金品の交付）
第百九十七条

（差入れ等に関す
る制限）
第五十五条の三
十二

入国者収容所長等は、この節に定めるもののほか、
法務省令で定めるところにより、差入人による被収容
者に対する金品の交付及び被収容者による自弁物
品等の購入について、入国者収容所等の管理運営
上必要な制限をすることができる。

（差入れ等に関す
る制限）
第五十一条

刑事施設の長は、この節に定めるもののほか、法務
省令で定めるところにより、差入人による被収容者に
対する金品の交付及び被収容者による自弁物品等
の購入について、刑事施設の管理運営上必要な制
限をすることができる。

（刑事施設に関す
る規定の準用）
第百九十八条

（領置した物品の
返還）
第三十九条

　所長等は、被収容者を出所させるときは、領置中の
物品を当該被収容者に返還しなければならない。た
だし、他の収容所等に移送するため出所させるとき
は、移送先の入国者収容所又は地方出入国在留管
理局に保管替をすることができる。

（領置物の引渡し）
第五十五条の三
十三

入国者収容所長等は、被収容者の出所の際、領置
している物品をその者に引き渡すものとする。

（領置物の引渡し）
第五十二条

刑事施設の長は、被収容者の釈放の際、領置してい
る金品をその者に引き渡すものとする。

（出所者の遺留
物）
第五十五条の三
十四

１　出所した被収容者の遺留物（入国者収容所等に
遺留した金品をいう。以下この節及び第五十五条の
八十二において同じ。）は、その出所の日から起算し
て六月を経過する日までに、その者からその引渡し
を求める申出がなく、又はその引渡しに要する費用
の提供がないときは、国庫に帰属する。

（釈放者の遺留
物）
第五十三条

１　釈放された被収容者の遺留物（刑事施設に遺留
した金品をいう。以下この章において同じ。）は、その
釈放の日から起算して六月を経過する日までに、そ
の者からその引渡しを求める申出がなく、又はその
引渡しに要する費用の提供がないときは、国庫に帰
属する。

（刑事施設に関す
る規定の準用）
第百九十八条

２　前項の期間内でも、入国者収容所長等は、腐敗
し、又は滅失するおそれが生じた遺留物は、廃棄す
ることができる。

２　前項の期間内でも、刑事施設の長は、腐敗し、又
は滅失するおそれが生じた遺留物は、廃棄すること
ができる。

（逃走者等の遺留
物）
第五十五条の三
十五

１　被収容者が次の各号のいずれかに該当する場合
において、当該各号に定める日から起算して六月を
経過する日までに、その者から引渡しを求める申出
がなく、又は引渡しに要する費用の提供がないとき
は、その遺留物は、国庫に帰属する。
　一　逃走したとき　逃走した日
　二　第五十五条の五十四第二項の規定により解放
された場合において、同条第三項に規定する避難を
必要とする状況がなくなつた後速やかに同項に規定
する場所に出頭しなかつたとき当該避難を必要とす
る状況がなくなつた日

（逃走者等の遺留
物）
第五十四条

１　釈放された被収容者の遺留物（刑事施設に遺留
した金品をいう。以下この章において同じ。）は、その
釈放の日から起算して六月を経過する日までに、そ
の者からその引渡しを求める申出がなく、又はその
引渡しに要する費用の提供がないときは、国庫に帰
属する。　被収容者が次の各号のいずれかに該当す
る場合において、当該各号に定める日から起算して
六月を経過する日までに、その者から引渡しを求め
る申出がなく、又は引渡しに要する費用の提供がな
いときは、その遺留物は、国庫に帰属する。
　一　逃走したとき　逃走した日
　二　第八十三条第二項の規定により解放された場
合において、同条第三項に規定する避難を必要とす
る状況がなくなった後速やかに同項に規定する場所
に出頭しなかったとき　避難を必要とする状況がなく
なった日
　三　第九十六条第一項の規定による作業又は第
百六条第一項の規定による外出若しくは外泊の場
合において、刑事施設の長が指定した日時までに刑
事施設に帰着しなかったとき　その日

（刑事施設に関す
る規定の準用）
第百九十八条

２　前条第二項の規定は、前項の遺留物について準
用する。

２　前条第二項の規定は、前項の遺留物について準
用する。

（死亡者の遺留
物）
第五十五条の三
十六

死亡した被収容者の遺留物は、法務省令で定めると
ころにより、その遺族等（法務省令で定める遺族その
他の者をいう。以下この章において同じ。）に対し、そ
の申請に基づき、引き渡すものとする。

（死亡者の遺留
物）
第五十五条

１　死亡した被収容者の遺留物は、法務省令で定め
るところにより、その遺族等（法務省令で定める遺族
その他の者をいう。以下この章において同じ。）に対
し、その申請に基づき、引き渡すものとする。

（刑事施設に関す
る規定の準用）
第百九十八条

２　死亡した被収容者の遺留物がある場合におい
て、その遺族等の所在が明らかでないため第五十五
条の八十二の規定による通知をすることができない
ときは、入国者収容所長等は、その旨を政令で定め
る方法によつて公告しなければならない。

２　死亡した被収容者の遺留物がある場合におい
て、その遺族等の所在が明らかでないため第百七十
六条の規定による通知をすることができないときは、
刑事施設の長は、その旨を政令で定める方法によっ
て公告しなければならない。

３　第一項の遺留物は、第五十五条の八十二の規定
による通知をし、又は前項の規定による公告をした
日から起算して六月を経過する日までに第一項の申
請がないときは、国庫に帰属する。

３　第一項の遺留物は、第百七十六条の規定による
通知をし、又は前項の規定により公告をした日から
起算して六月を経過する日までに第一項の申請がな
いときは、国庫に帰属する。

４　第五十五条の三十四第二項の規定は、第一項の
遺留物について準用する。

４　第五十三条第二項の規定は、第一項の遺留物に
ついて準用する。

（保健衛生及び医
療の原則）
第五十五条の三
十七

入国者収容所等においては、被収容者の心身の状
況を把握することに努め、被収容者の健康及び入国
者収容所等内の衛生を保持するため、社会一般の
保健衛生及び医療の水準に照らし適切な保健衛生
上及び医療上の措置を講ずるものとする。

（保健衛生及び医
療の原則）
第五十六条

刑事施設においては、被収容者の心身の状況を把
握することに努め、被収容者の健康及び刑事施設内
の衛生を保持するため、社会一般の保健衛生及び
医療の水準に照らし適切な保健衛生上及び医療上
の措置を講ずるものとする。

（保健衛生及び医
療の原則）
第百九十九条

（運動）
第二十八条

　所長等は、被収容者に毎日戸外の適当な場所で
運動する機会を与えなければならない。ただし、荒天
のとき又は収容所等の保安上若しくは衛生上支障が
あると認めるときは、この限りでない。

（運動）
第五十五条の三
十八

被収容者には、日曜日その他法務省令で定める日
を除き、できる限り戸外で、その健康を保持するため
適当な場所で運動を行う機会を与えなければならな
い。

（運動）
第五十七条

被収容者には、日曜日その他法務省令で定める日
を除き、できる限り戸外で、その健康を保持するため
適切な運動を行う機会を与えなければならない。た
だし、公判期日への出頭その他の事情により刑事施
設の執務時間内にその機会を与えることができない
ときは、この限りでない。

【従前規則】原則として「毎
日」「戸外」での運動機会
確保を所長等に義務付け
　↓
【改正法案】「日曜日その
他法務省令で定める日を
除き」「できる限り戸外で」、
と大幅に後退

（衛生）
第二十九条

　所長等は、被収容者の衛生に留意し、適宜入浴さ
せるほか、清掃及び消毒を励行し、食器及び寝具等
についても充分清潔を保持するように努めなければ
ならない。

（被収容者の清潔
義務）
第五十五条の三
十九

被収容者は、身体、着衣及び所持品並びに居室そ
の他日常使用する場所を清潔にしなければならな
い。

（被収容者の清潔
義務）
第五十八条

被収容者は、身体、着衣及び所持品並びに居室そ
の他日常使用する場所を清潔にしなければならな
い。

（衛生）
第二十九条

　所長等は、被収容者の衛生に留意し、適宜入浴さ
せるほか、清掃及び消毒を励行し、食器及び寝具等
についても充分清潔を保持するように努めなければ
ならない。

（入浴）
第五十五条の四
十

被収容者には、法務省令で定めるところにより、入国
者収容所等における保健衛生上適切な入浴を行わ
せるものとする。

（入浴）
第五十九条

被収容者には、法務省令で定めるところにより、刑事
施設における保健衛生上適切な入浴を行わせる。

（健康診断）
第八条

　所長等は、新たに収容される者について、必要が
あると認めるときは、医師の健康診断を受けさせ、り
病していることが判明したときは、病状により適当な
措置を講じなければならない。

（健康診断等）
第五十五条の四
十一

１　入国者収容所長等は、入国警備官に、被収容者
から、その入国者収容所等における収容の開始に際
し、疾病、外傷等の有無その他の健康状態につき事
情を聴取させなければならない。

（健康診断等）
第二百条

１　留置業務管理者は、留置担当官に、被留置者か
ら、その留置施設における留置の開始に際し、疾
病、外傷等の有無その他の健康状態につき事情を
聴取させなければならない。

２　入国者収容所長等は、被収容者に対し、三月に
一回以上定期的に、法務省令で定めるところにより、
医師による健康診断を受けさせなければならない。
入国者収容所等における保健衛生上必要があると
きも、同様とする。

２　留置業務管理者は、被留置者に対し、おおむね
一月につき二回、内閣府令で定めるところにより、当
該留置業務管理者が委嘱する医師による健康診断
を行わなければならない。留置施設における保健衛
生上必要があるときも、同様とする。

３　被収容者は、前項の規定による健康診断を受け
なければならない。この場合においては、その健康
診断の実施のため必要な限度内における採血、エッ
クス線撮影その他の医学的処置を拒むことはできな
い。

３　被留置者は、前項の規定による健康診断を受け
なければならない。この場合においては、その健康
診断の実施のため必要な限度内における採血、エッ
クス線撮影その他の医学的処置を拒むことはできな
い。

（傷病者の措置）
第三十条

１　所長等は、被収容者がり病し、又は負傷したとき
は、医師の診療を受けさせ、病状により適当な措置
を講じなければならない。
２　収容所等には、急病人の発生その他に備え、必
要な薬品を常備しておかなければならない。

（診療等）
第五十五条の四
十二

１　入国者収容所長等は、被収容者が次の各号のい
ずれかに該当する場合には、速やかに、医師等職員
又は入国者収容所長等が委嘱する医師等（医師又
は歯科医師をいう。次条及び第五十五条の五十三
第五項において同じ。）による診療（栄養補給の処置
を含む。以下この節及び第五十五条の六十八第一
項第五号において同じ。）を行い、その他必要な医療
上の措置をとるものとする。ただし、第一号に該当す
る場合において、その者の心身に著しい障害が生ず
るおそれ又は他人にその疾病を感染させるおそれが
ないときは、その者の意思に反しない場合に限る。
　一　負傷し、若しくは疾病にかかつているとき、又は
これらの疑いがあるとき。
　二　飲食物を摂取しない場合において、その心身
に著しい障害が生ずるおそれがあるとき。

（診療等）
第二百一条

１　留置業務管理者は、被留置者が次の各号のいず
れかに該当する場合には、速やかに、当該留置業務
管理者が委嘱する医師等による診療を行い、その他
必要な医療上の措置を執るものとする。ただし、第一
号に該当する場合において、その者の生命に危険が
及び、又は他人にその疾病を感染させるおそれがな
いときは、その者の意思に反しない場合に限る。
一　負傷し、若しくは疾病にかかっているとき、又はこ
れらの疑いがあるとき。
二　飲食物を摂取しない場合において、その生命に
危険が及ぶおそれがあるとき。

（診療等）
第六十二条

２　入国者収容所長等は、前項の規定により診療を
行う場合において、必要に応じ被収容者を入国者収
容所等の外の病院又は診療所に通院させ、やむを
得ないときは被収容者を入国者収容所等の外の病
院又は診療所に入院させることができる。

２　留置業務管理者は、前項の規定により診療を行
う場合において、被留置者を病院又は診療所に通院
させ、やむを得ないときは被留置者を病院又は診療
所に入院させることができる。
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（指名医による診
療）
第五十五条の四
十三

１　入国者収容所長等は、負傷し、又は疾病にかか
つている被収容者が、医師等（医師等職員及び入国
者収容所長等が委嘱する医師等を除く。）を指名し
て、その診療を受けることを申請した場合において、
傷病の種類及び程度、入国者収容所等に収容され
る前にその医師等による診療を受けていたことその
他の事情に照らして、その被収容者の医療上適当で
あると認めるときは、入国者収容所等内又は入国者
収容所長等が適当と認める病院若しくは診療所にお
いて、自弁によりその診療を受けることを許すことが
できる。

（指名医による診
療）
第二百二条

１　留置業務管理者は、負傷し、又は疾病にかかっ
ている被留置者が、当該留置業務管理者が委嘱す
る医師等以外の医師等を指名して、その診療を受け
ることを申請した場合において、傷病の種類及び程
度、留置施設に留置される前にその医師等による診
療を受けていたことその他の事情に照らして、その
被留置者の医療上適当であると認めるときは、内閣
府令で定めるところにより、留置施設内又は留置業
務管理者が適当と認める病院若しくは診療所におい
て、自弁によりその診療を受けることを許すことがで
きる。

（指名医による診
療）
第六十三条

２　入国者収容所長等は、前項の規定による診療を
受けることを許す場合において、同項の診療を行う
医師等（以下この条において「指名医」という。）の診
療方法を確認するため、又はその後にその被収容者
に対して入国者収容所等において診療を行うため必
要があるときは、入国者収容所等の職員をしてその
診療に立ち会わせ、若しくはその診療に関して指名
医に質問させ、又は診療録の写しその他のその診療
に関する資料の提出を求めることができる。

２　留置業務管理者は、前項の規定による診療を受
けることを許す場合において、同項の診療を行う医
師等（以下この条において「指名医」という。）の診療
方法を確認するため、又はその後にその被留置者に
対して診療を行うため必要があるときは、留置業務
に従事する職員をしてその診療に立ち会わせ、若しく
はその診療に関して指名医に質問させ、又は診療録
の写しその他のその診療に関する資料の提出を求
めることができる。

３　指名医は、その診療に際し、入国者収容所長等
が法務省令で定めるところにより指示する事項を遵
守しなければならない。

３　指名医は、その診療に際し、留置業務管理者が
内閣府令で定めるところにより指示する事項を遵守
しなければならない。

４　入国者収容所長等は、第一項の規定による診療
を受けることを許した場合において、その指名医が、
第二項の規定により入国者収容所長等が行う措置
に従わないとき、前項の規定により入国者収容所長
等が指示する事項を遵守しないとき、その他その診
療を継続することが不適当であるときは、これを中止
し、以後、その指名医の診療を受けることを許さない
ことができる。

４　留置業務管理者は、第一項の規定による診療を
受けることを許した場合において、その指名医が、第
二項の規定により留置業務管理者が行う措置に従
わないとき、前項の規定により留置業務管理者が指
示する事項を遵守しないとき、その他その診療を継
続することが不適当であるときは、これを中止し、以
後、その指名医の診療を受けることを許さないことが
できる。

（調髪及びひげそ
り）
第五十五条の四
十四

入国者収容所長等は、被収容者が調髪又はひげそ
りを行いたい旨の申出をした場合には、法務省令で
定めるところにより、これを許すものとする。

（調髪及びひげそ
り）
第二百三条

留置業務管理者は、被留置者が調髪又はひげそり
を行いたい旨の申出をした場合には、内閣府令で定
めるところにより、これを許すものとする。

（調髪及びひげそ
り）
第六十条

（伝染病等に対す
る予防措置）
第三十一条

１　所長等は、伝染病又は伝染性の病気が流行し、
又は流行するおそれがあるときは、必要な予防措置
を講じなければならない。
２　所長等は、前項の場合において、必要があると認
めるときは、飲食物の授与、購入若しくは携帯等を禁
止し、又は制限することができる。

（伝染病患者等に
対する措置）
第三十二条

所長等は、被収容者が伝染病又は伝染性の病気に
かかつたとき、又はその疑いがあるときは、直ちにそ
の者を隔離するとともに、保健所に通報し、消毒を施
す等適当な応急措置を講じなければならない。

（養護のための措
置等）
第五十五条の四
十六

１　入国者収容所長等は、老人、妊産婦、身体虚弱
者その他の養護を必要とする被収容者について、そ
の養護を必要とする事情に応じ、第五十五条の四十
二の規定による医療上の措置に準じた措置をとるも
のとする。

（養護のための措
置等）
第六十五条

１　刑事施設の長は、老人、妊産婦、身体虚弱者そ
の他の養護を必要とする被収容者について、その養
護を必要とする事情に応じ、傷病者のための措置に
準じた措置を執るものとする。

２　入国者収容所長等は、被収容者が出産するとき
は、やむを得ない場合を除き、入国者収容所等の外
の病院、診療所又は助産所に入院させるものとす
る。

２　刑事施設の長は、被収容者が出産するときは、
やむを得ない場合を除き、刑事施設の外の病院、診
療所又は助産所に入院させるものとする。

（事故の防止等）
第十四条

１　入国警備官は、収容所等内外の巡視、見張り及
び動しようを行い、被収容者の動静及び施設の異状
の有無に注意を払い、もつて保安上の事故の防止に
努めなければならない。

２　入国警備官は、収容所等の施設又は被収容者に
ついて異状を発見したときは、応急の措置を講じると
ともに、直ちに所長等に報告しなければならない。

（適正な給養等）
第二十一条

所長等は、被収容者の給養の適正と衛生の保持に
努めなければならない。

（寝具の貸与）
第二十二条

被収容者に貸与する寝具は、次の品目とし、その数
量及び貸与期間は、所長等が定める。
　一　毛布又はふとん
　二　まくら
　三　まくらカバー
　四　敷布

（衣類及び日用品
の給与）
第二十三条

１　所長等は、被収容者が物品の無償貸付及び譲与
等に関する法律（昭和二十二年法律第二百二十九
号）第三条第五号に該当する場合において、必要が
あると認めるときは、一定の衣類及び日用品を給与
するものとする。

２　前項の規定により給与する衣類及び日用品の品
目、数量及び使用期間は、所長等が定める。

（物品の使用）
第二十四条

被収容者に使用させる物品は、次に掲げるものとし、
その品目、数量及び使用期間は、所長等が定める。
　一　食卓
　二　いす
　三　食器
　四　理容用具
　五　運動用具
　六　娯楽用具
　七　図書
　八　掃除用具
　九　洗面用具

２　所長等は、必要があると認めたときは、物品の種
類を増加することができる。

３　前項により、物品の種類を増加したときは、理由
を付してその旨を出入国在留管理庁長官に報告しな
ければならない。

４　所長等は、第一項の理容用具、運動用具及び娯
楽用具については、被収容者の申出により、収容所
等の保安上又は衛生上支障がないと認める範囲内
において、使用させるものとする。

（糧食の種類）
第二十五条

１　被収容者に給与する糧食は、主食、副食及び飲
料とする。

２　前項の主食は、被収容者の食習慣を勘案し、米、
麦、パン及びめん類等とする。

（糧食のエネル
ギー）
第二十六条

１　被収容者に給与する糧食の一人一日当たりのエ
ネルギーは、二千二百キロカロリー以上三千キロカ
ロリー以下とする。

２　被収容者に給与する副食の栄養基準量は、出入
国在留管理庁長官が別に定める。

３　所長等は、医師の意見により、病者、老齢者、妊
産婦、授乳婦、乳児その他保健上特に必要があると
認める被収容者の糧食のエネルギー及び副食の栄
養基準量を適宜増減することができる。

（検食）
第二十七条

所長等は、被収容者に糧食を給与するときは、これ
を検食しなければならない。

１　入国者収容所等の規律及び秩序は、適正に維持
されなければならない。

１　刑事施設の規律及び秩序は、適正に維持されな
ければならない。

２　前項の目的を達成するためとる措置は、被収容
者の収容を確保し、並びにその処遇のための適切な
環境及びその安全かつ平穏な共同生活を維持する
ため必要な限度を超えてはならない。

２　前項の目的を達成するため執る措置は、被収容
者の収容を確保し、並びにその処遇のための適切な
環境及びその安全かつ平穏な共同生活を維持する
ため必要な限度を超えてはならない。

（遵守事項等）
第五十五条の四
十八

１　入国者収容所長等は、被収容者が遵守すべき事
項（次項において「遵守事項」という。）を定めるもの
とする。

（遵守事項等）
第二百十一条

１　留置業務管理者は、被留置者が遵守すべき事項
（次項において「遵守事項」という。）を定める。

（入国者収容所等
の規律及び秩序）
第五十五条の四
十七

（刑事施設の規律
及び秩序）
第七十三条

第五節　規律及び秩序の維持

刑事施設の長は、刑事施設内における感染症の発
生を予防し、又はそのまん延を防止するため必要が
ある場合には、被収容者に対し、第六十一条の規定
による健康診断又は第六十二条の規定による診療
その他必要な医療上の措置を執るほか、予防接種、
当該疾病を感染させるおそれがなくなるまでの間の
隔離その他法務省令で定める措置を執るものとす
る。

（感染症予防上の
措置）
第六十四条

（感染症予防上の
措置）
第五十五条の四
十五

入国者収容所長等は、入国者収容所等内における
感染症の発生を予防し、又はそのまん延を防止する
ため必要がある場合には、被収容者に対し、第五十
五条の四十一第二項及び第三項の規定による健康
診断又は第五十五条の四十二の規定による診療そ
の他必要な医療上の措置をとるほか、予防接種、当
該疾病を感染させるおそれがなくなるまでの間の隔
離その他法務省令で定める措置をとるものとする。

（留置施設の規律
及び秩序）
第二百十条、（海
上保安留置施設
の規律及び秩序）
第二百六十一条

（遵守事項等）
第二百六十二条、
（遵守事項等）
第七十四条



２　遵守事項は、次に掲げる事項を具体的に定める
ものとする。
　一　犯罪行為をしてはならないこと。
　二　他人に対し、粗野若しくは乱暴な言動をし、又
は迷惑を及ぼす行為をしてはならないこと。
　三　自身を傷つける行為をしてはならないこと。
　四　被収容者の処遇に従事する職員の職務の執
行を妨げる行為をしてはならないこと。
　五　自己又は他の被収容者の収容の確保を妨げる
おそれのある行為をしてはならないこと。
　六　入国者収容所等の安全を害するおそれのある
行為をしてはならないこと。
　七　入国者収容所等の衛生又は風紀を害する行為
をしてはならないこと。
　八　金品について、不正な使用、所持、授受その他
の行為をしてはならないこと。
　九　前各号に掲げるもののほか、入国者収容所等
の規律及び秩序を維持するため必要な事項
　十　前各号に掲げる事項について定めた遵守事項
に違反する行為を企て、あおり、唆し、又は援助して
はならないこと。

２　遵守事項は、被留置者としての地位に応じ、次に
掲げる事項を具体的に定めるものとする。
　一　犯罪行為をしてはならないこと。
　二　他人に対し、粗野若しくは乱暴な言動をし、又
は迷惑を及ぼす行為をしてはならないこと。
　三　自身を傷つける行為をしてはならないこと。
　四　留置業務に従事する職員の職務の執行を妨げ
る行為をしてはならないこと。
　五　自己又は他の被留置者の留置の確保を妨げる
おそれのある行為をしてはならないこと。
　六　留置施設の安全を害するおそれのある行為を
してはならないこと。
　七　留置施設内の衛生又は風紀を害する行為をし
てはならないこと。
　八　金品について、不正な使用、所持、授受その他
の行為をしてはならないこと。
　九　前各号に掲げるもののほか、留置施設の規律
及び秩序を維持するため必要な事項
　十　前各号に掲げる事項について定めた遵守事項
に違反する行為を企て、あおり、唆し、又は援助して
はならないこと。

３　前二項に定めるもののほか、入国者収容所長等
又はその指定する職員は、入国者収容所等の規律
及び秩序を維持するため必要がある場合には、被収
容者に対し、その生活及び行動について指示するこ
とができる。

３　前二項のほか、留置業務管理者又はその指定す
る留置業務に従事する職員は、留置施設の規律及
び秩序を維持するため必要がある場合には、被留置
者に対し、その生活及び行動について指示すること
ができる。

（身体の検査等）
第五十五条の四
十九

１　入国警備官は、入国者収容所等の規律及び秩序
を維持するため必要がある場合には、被収容者につ
いて、その身体、着衣、所持品及び居室を検査し、並
びにその所持品を取り上げて一時保管することがで
きる。

（身体の検査等）
第七十五条

１　刑務官は、刑事施設の規律及び秩序を維持する
ため必要がある場合には、被収容者について、その
身体、着衣、所持品及び居室を検査し、並びにその
所持品を取り上げて一時保管することができる。

２　第五十五条の十九第二項の規定は、前項の規定
による女子の被収容者の身体及び着衣の検査につ
いて準用する。

２　第三十四条第二項の規定は、前項の規定による
女子の被収容者の身体及び着衣の検査について準
用する。

３　入国警備官は、入国者収容所等の規律及び秩序
を維持するため必要がある場合には、入国者収容所
等内において、被収容者以外の者（第五十五条の五
十六第一項各号に掲げる者を除く。）の着衣及び携
帯品を検査し、並びにその者の携帯品を取り上げて
一時保管することができる。

３　刑務官は、刑事施設の規律及び秩序を維持する
ため必要がある場合には、刑事施設内において、被
収容者以外の者（弁護人又は刑事訴訟法第三十九
条第一項に規定する弁護人となろうとする者（以下
「弁護人等」という。）を除く。）の着衣及び携帯品を検
査し、並びにその者の携帯品を取り上げて一時保管
することができる。

４　前項の検査は、文書図画の内容の検査に及んで
はならない。

４　前項の検査は、文書図画の内容の検査に及んで
はならない。

（隔離）
第十八条

１　所長等は、被収容者が次の各号の一に該当する
行為をし、又はこれを企て、通謀し、あおり、そその
かし若しくは援助した場合は、期限を定め、その者を
他の被収容者から隔離することができる。この場合
において、所長等は、当該期限にかかわらず、隔離
の必要がなくなつたときは、直ちにその隔離を中止し
なければならない。
　一　逃走、暴行、器物損壊その他刑罰法令に触れ
る行為をすること。
　二　職員の職務執行に反抗し、又はこれを妨害す
ること。
　三　自殺又は自損すること。

（被収容者の隔
離）
第五十五条の五
十

１　入国者収容所長等は、被収容者が次の各号のい
ずれかに該当する場合には、その者を他の被収容
者から隔離することができる。
　一　他の被収容者と接触することにより入国者収容
所等の規律及び秩序を害するおそれがあるとき。
　二　他の被収容者から危害を加えられるおそれが
あり、これを避けるために他に方法がないとき。

（受刑者の隔離）
第七十六条

１　刑事施設の長は、受刑者が次の各号のいずれか
に該当する場合には、その者を他の被収容者から隔
離することができる。この場合においては、その者の
処遇は、運動、入浴又は面会の場合その他の法務
省令で定める場合を除き、昼夜、居室において行う。
　一　他の被収容者と接触することにより刑事施設の
規律及び秩序を害するおそれがあるとき。
　二　他の被収容者から危害を加えられるおそれが
あり、これを避けるために他に方法がないとき。

【改正法案】従前規定と
は、隔離の条件と範囲が
ズレている。（広くなったか
狭くなったかは、一概には
判断しがたい）

２　前項に規定する場合において、所長等の命令を
受けるいとまがないときは、入国警備官は、自ら当該
被収容者を他の被収容者から隔離することができ
る。
３　入国警備官は、前項の規定による隔離を行つた
ときは、速やかに所長等に報告しなければならない。

【改正法案】入国警備官の
判断による隔離の規定は
なくなった。

２　前項の規定による隔離の期間は、一月とする。た
だし、特に継続の必要がある場合には、入国者収容
所長等は、十日ごとにこれを更新することができる。

２　前項の規定による隔離の期間は、三月とする。た
だし、特に継続の必要がある場合には、刑事施設の
長は、一月ごとにこれを更新することができる。

３　入国者収容所長等は、前項の期間中であつて
も、隔離の必要がなくなつたときは、直ちにその隔離
を中止しなければならない。

３　刑事施設の長は、前項の期間中であっても、隔離
の必要がなくなったときは、直ちにその隔離を中止し
なければならない。

（制止等の措置）
第十七条の二

入国警備官は、被収容者が遵守事項に違反する行
為をし、又は違反する行為をしようとする場合には、
その行為の中止を命じ、合理的に必要と判断される
限度で、その行為を制止し、その他その行為を抑止
するための措置をとることができる。

（制止等の措置）
第五十五条の五
十一

１　入国警備官は、被収容者が自身を傷つけ若しく
は他人に危害を加え、逃走し、入国者収容所等の職
員の職務の執行を妨げ、その他入国者収容所等の
規律及び秩序を著しく害する行為をし、又はこれらの
行為をしようとする場合には、合理的に必要と判断さ
れる限度で、その行為を制止し、その被収容者を拘
束し、その他その行為を抑止するため必要な措置を
とることができる。

（制止等の措置）
第七十七条

１　刑務官は、被収容者が自身を傷つけ若しくは他
人に危害を加え、逃走し、刑事施設の職員の職務の
執行を妨げ、その他刑事施設の規律及び秩序を著し
く害する行為をし、又はこれらの行為をしようとする場
合には、合理的に必要と判断される限度で、その行
為を制止し、その被収容者を拘束し、その他その行
為を抑止するため必要な措置を執ることができる。

２　入国警備官は、被収容者以外の者が次の各号の
いずれかに該当する場合には、合理的に必要と判断
される限度で、その行為を制止し、その行為をする者
を拘束し、その他その行為を抑止するため必要な措
置をとることができる。
　一　入国者収容所等に侵入し、その設備を損壊し、
入国者収容所等の職員の職務の執行を妨げ、又は
これらの行為を正にしようとするとき。
　二　入国警備官の要求を受けたのに入国者収容所
又は地方出入国在留管理局から退去しないとき。
　三　被収容者の逃走又は入国者収容所等の職員
の職務執行の妨害を、現場で、援助し、あおり、又は
唆すとき。
　四　被収容者に危害を加え、又は正に加えようとす
るとき。

２　刑務官は、被収容者以外の者が次の各号のいず
れかに該当する場合には、合理的に必要と判断され
る限度で、その行為を制止し、その行為をする者を拘
束し、その他その行為を抑止するため必要な措置を
執ることができる。
　一　刑事施設に侵入し、その設備を損壊し、刑事施
設の職員の職務執行を妨げ、又はこれらの行為をま
さにしようとするとき。
　二　刑務官の要求を受けたのに刑事施設から退去
しないとき。
　三　被収容者の逃走又は刑事施設の職員の職務
執行の妨害を、現場で、援助し、あおり、又は唆すと
き。
　四　被収容者に危害を加え、又はまさに加えようと
するとき。

３　前二項の措置に必要な警備用具については、法
務省令で定める。

３　前二項の措置に必要な警備用具については、法
務省令で定める。

（逃走に対する措
置）
第十五条

入国警備官は、被収容者が逃走したことを発見した
ときは、逃走した被収容者を速やかに収容するため
に必要な措置を講じるとともに、直ちに所長等に報告
しなければならない。

（戒具の使用）
第十九条

１　所長等は、被収容者が次の各号の一に該当する
行為をするおそれがあり、かつ、他にこれを防止する
方法がないと認められる場合は、必要最小限度の範
囲で、入国警備官に、当該被収容者に対して戒具を
使用させることができる。ただし、所長等の命令を受
けるいとまがないときは、入国警備官は、自ら戒具を
使用することができる。
　一　逃走すること。
　二　自己又は他人に危害を加えること。
　三　収容所等の設備、器具その他の物を損壊する
こと。
２　入国警備官は、前項ただし書の規定により戒具を
使用したときは、速やかに所長等に報告しなければ
ならない。

（捕縄及び手錠の
使用）
第五十五条の五
十二

入国警備官は、被収容者を護送する場合又は被収
容者が次の各号のいずれかに該当する行為をする
おそれがある場合には、法務省令で定めるところに
より、捕縄又は手錠を使用することができる。
　一　逃走すること。
　二　自身を傷つけ、又は他人に危害を加えること。
　三　入国者収容所等の設備、器具その他の物を損
壊すること。

（捕縄、手錠及び
拘束衣の使用）
第七十八条

１　刑務官は、被収容者を護送する場合又は被収容
者が次の各号のいずれかの行為をするおそれがあ
る場合には、法務省令で定めるところにより、捕縄又
は手錠を使用することができる。
　一　逃走すること。
　二　自身を傷つけ、又は他人に危害を加えること。
　三　刑事施設の設備、器具その他の物を損壊する
こと。

（捕縄、手錠、拘束
衣及び防声具の
使用）
第二百十三条

【従前規則】戒具の使用
は、所長等の命令を受け
て行うのが原則。
　↓
【改正法案】入国警備官自
らの判断で行うことを可能
とした。

２　刑務官は、被収容者が自身を傷つけるおそれが
ある場合において、他にこれを防止する手段がない
ときは、刑事施設の長の命令により、拘束衣を使用
することができる。ただし、捕縄又は手錠と同時に使
用することはできない。
３　前項に規定する場合において、刑事施設の長の
命令を待ついとまがないときは、刑務官は、その命
令を待たないで、拘束衣を使用することができる。こ
の場合には、速やかに、その旨を刑事施設の長に
報告しなければならない。
４　拘束衣の使用の期間は、三時間とする。ただし、
刑事施設の長は、特に継続の必要があると認めると
きは、通じて十二時間を超えない範囲内で、三時間
ごとにその期間を更新することができる。
５　刑事施設の長は、前項の期間中であっても、拘
束衣の使用の必要がなくなったときは、直ちにその
使用を中止させなければならない。
６　被収容者に拘束衣を使用し、又はその使用の期
間を更新した場合には、刑事施設の長は、速やか
に、その被収容者の健康状態について、刑事施設
の職員である医師の意見を聴かなければならない。

【改正法案】刑事施設と違
い、拘束衣の規定は除か
れている。

（遵守事項等）
第二百六十二条、
（遵守事項等）
第七十四条

【改正法案】従前規則では
隔離期間の規定がなかっ
たが、実務ではある程度短
期間で終了しており、「一
月」はむしろ長期化との評
価も可能。



（戒具の種類）
第二十条

　戒具は、次の四種類とする。
　一　第一種手錠
　二　第二種手錠
　三　第一種捕じよう
　四　第二種捕じよう
２　戒具の制式は、別表のとおりとする。

２　捕縄及び手錠の制式は、法務省令で定める。 ７　捕縄、手錠及び拘束衣の制式は、法務省令で定
める。

（保護室等への収
容）
第五十五条の五
十三

１　入国警備官は、被収容者が次の各号のいずれか
に該当する場合には、入国者収容所長等の命令に
より、その者を保護室又は法務大臣が定める基準を
満たす単独室（以下この条及び第五十五条の七十
四第一項第三号において「保護室等」という。）に収
容することができる。
　一　自身を傷つけるおそれがあるとき。
　二　次のイからハまでのいずれかに該当する場合
において、入国者収容所等の規律及び秩序を維持
するため特に必要があるとき。
　　イ　入国警備官の制止に従わず、大声又は騒音
を発するとき。
　　ロ　他人に危害を加えるおそれがあるとき。
　　ハ　入国者収容所等の設備、器具その他の物を
損壊し、又は汚損するおそれがあるとき。

（保護室への収
容）
第七十九条

１　刑務官は、被収容者が次の各号のいずれかに該
当する場合には、刑事施設の長の命令により、その
者を保護室に収容することができる。
　一　自身を傷つけるおそれがあるとき。
　二　次のイからハまでのいずれかに該当する場合
において、刑事施設の規律及び秩序を維持するため
特に必要があるとき。
　　イ　刑務官の制止に従わず、大声又は騒音を発
するとき。
　　ロ　他人に危害を加えるおそれがあるとき。
　　ハ　刑事施設の設備、器具その他の物を損壊し、
又は汚損するおそれがあるとき。

（保護室への収
容）
第二百十四条

２　前項に規定する場合において、入国者収容所長
等の命令を待ついとまがないときは、入国警備官
は、その命令を待たないで、その被収容者を保護室
等に収容することができる。この場合には、速やか
に、その旨を入国者収容所長等に報告しなければな
らない。

２　前項に規定する場合において、刑事施設の長の
命令を待ついとまがないときは、刑務官は、その命
令を待たないで、その被収容者を保護室に収容する
ことができる。この場合には、速やかに、その旨を刑
事施設の長に報告しなければならない。

３　保護室等への収容の期間は、二十四時間以内と
する。ただし、特に継続の必要がある場合には、入
国者収容所長等は、二十四時間ごとにこれを更新す
ることができる。

３　保護室への収容の期間は、七十二時間以内とす
る。ただし、特に継続の必要がある場合には、刑事
施設の長は、四十八時間ごとにこれを更新すること
ができる。

【改正法案】保護室の規定
が新設される一方、刑事施
設よりは収容期間が短く設
定されている。

４　入国者収容所長等は、前項の期間中であつて
も、保護室等への収容の必要がなくなつたときは、直
ちにその収容を中止させなければならない。

４　刑事施設の長は、前項の期間中であっても、保護
室への収容の必要がなくなったときは、直ちにその
収容を中止させなければならない。

５　被収容者を保護室等に収容し、又はその収容の
期間を更新した場合には、入国者収容所長等は、速
やかに、その被収容者の健康状態について、医師等
職員又は入国者収容所長等が委嘱する医師等の意
見を聴かなければならない。

５　被収容者を保護室に収容し、又はその収容の期
間を更新した場合には、刑事施設の長は、速やか
に、その被収容者の健康状態について、刑事施設の
職員である医師の意見を聴かなければならない。

６　保護室の構造及び設備の基準は、法務省令で定
める。

６　保護室の構造及び設備の基準は、法務省令で定
める。

（保安計画）
第十六条

所長等は、保安上の事故又は非常災害の発生に備
え、あらかじめ緊急連絡方法、避難計画その他所要
の対策を講じ、随時訓練を実施しなければならない。

（避難及び一時解
放）
第十七条

１　所長等は、非常災害に際し、収容所等内におい
て避難の手段がないと認めるときは、被収容者を収
容所等以外の適当な場所に護送しなければならな
い。

（災害時の避難及
び解放）
第五十五条の五
十四

１　入国者収容所長等は、地震、火災その他の災害
に際し、入国者収容所等内において避難の方法がな
いときは、被収容者を適当な場所に護送しなければ
ならない。

（災害時の避難及
び解放）
第八十三条

１　事施設の長は、地震、火災その他の災害に際し、
刑事施設内において避難の方法がないときは、被収
容者を適当な場所に護送しなければならない。

２　所長等は、前項の場合において、護送するいとま
がないときは、被収容者を一時解放することができ
る。

２　前項の場合において、被収容者を護送することが
できないときは、入国者収容所長等は、その者を入
国者収容所等から解放することができる。地震、火
災その他の災害に際し、入国者収容所等の外にある
被収容者を避難させるため適当な場所に護送するこ
とができない場合も、同様とする。

２　前項の場合において、被収容者を護送することが
できないときは、刑事施設の長は、その者を刑事施
設から解放することができる。地震、火災その他の災
害に際し、刑事施設の外にある被収容者を避難させ
るため適当な場所に護送することができない場合も、
同様とする。

３　所長等は、前項の規定により被収容者を一時解
放するときは、被収容者に対し、出頭すべき日時及
び場所を指定し、かつ、出頭を確保するために必要
な措置を講じなければならない。

３　前項の規定により解放された者は、避難を必要と
する状況がなくなつた後速やかに、入国者収容所等
又は入国者収容所長等が指定した場所に出頭しな
ければならない。

３　前項の規定により解放された者は、避難を必要と
する状況がなくなった後速やかに、刑事施設又は刑
事施設の長が指定した場所に出頭しなければならな
い。

（外出）
第四十条

１　所長等は、被収容者から外出の申出があつた場
合には、やむを得ない事由があると認めるときに限
り、これを許可することができる。

（外出及び外泊）
第百六条

１　刑事施設の長は、刑法第二十八条（国際受刑者
移送法第二十一条において読み替えて適用する場
合を含む。）、少年法第五十八条又は国際受刑者移
送法第二十二条の規定により仮釈放を許すことがで
きる期間を経過した懲役受刑者又は禁錮受刑者が、
第八十八条第二項の規定により開放的施設におい
て処遇を受けていることその他の法務省令で定める
事由に該当する場合において、その円滑な社会復帰
を図るため、刑事施設の外において、その者が、釈
放後の住居又は就業先の確保その他の一身上の重
要な用務を行い、更生保護に関係のある者を訪問
し、その他その釈放後の社会生活に有用な体験をす
る必要があると認めるときは、刑事施設の職員の同
行なしに、外出し、又は七日以内の期間を定めて外
泊することを許すことができる。ただし、外泊について
は、その受刑者に係る刑が六月以上執行されている
場合に限る。

【従前規則】外出の規定あ
り
　↓
【改正法案】外出／外泊の
規定はなし

２　所長等は、前項の許可により被収容者を外出さ
せるときは、入国警備官に看守させなければならな
い。

 ２　第九十六条第四項、第五項（第四号を除く。）及
び第六項の規定は、前項の規定による外出及び外
泊について準用する。

（領事官等との面
会）
第三十三条

１　所長等は、被収容者に対し、次に掲げる者から面
会の申出があつたときは、これを許可するものとす
る。
　一　被収容者の国籍又は市民権の属する国の領
事官
　二　被収容者の訴訟代理人又は弁護人である弁護
士（依頼によりこれらの者になろうとする弁護士を含
む。）

（領事官等以外の
者との面会）
第三十四条

１　所長等は、被収容者に対し、前条に掲げる者以
外の者から面会の申出があつた場合には、その氏
名、被収容者との関係及び面会の理由等を聴取し、
収容所等の保安上又は衛生上支障がないと認める
ときは、面会を許可するものとする。

（領事官等以外の
者との面会）
第三十四条

３　所長等は、第一項の規定により面会を許可すると
きは、入国警備官を立ち会わさなければならない。た
だし、所長等が、その必要がないと認めるときは、こ
の限りでない。

（領事官等以外の
者との面会の立会
い等）
第五十五条の五
十六

１　入国者収容所長等は、その指名する職員に、被
収容者と次に掲げる者（以下この節において「領事
官等」という。）以外の者との面会に立ち会わせ、又
はその面会の状況を録音させ、若しくは録画させるも
のとする。ただし、入国者収容所等の規律及び秩序
を維持し、又は衛生を保持するため必要がないと認
める場合には、その立会い並びに録音及び録画（次
項において「立会い等」という。）をさせないことがで
きる。
　一　被収容者の国籍又は市民権の属する国の領
事官
　二　被収容者の訴訟代理人又は弁護人である弁護
士（依頼によりこれらの者になろうとする弁護士を含
む。）

（弁護人等以外の
者との面会の立会
い等）第百十六条

１　刑事施設の長は、その指名する職員に、未決拘
禁者の弁護人等以外の者との面会に立ち会わせ、
又はその面会の状況を録音させ、若しくは録画させ
るものとする。ただし、刑事施設の規律及び秩序を害
する結果並びに罪証の隠滅の結果を生ずるおそれ
がないと認める場合には、その立会い並びに録音及
び録画（次項において「立会い等」という。）をさせな
いことができる。

（弁護人等以外の
者との面会の立会
い等）
第二百十八条、第
二百六十六条

【従前規則】一般面会は、
原則立会
↓
【改正法案】立会or[録画or
録音]とされた。その結果、
行政手続の代理人弁護士
の面会は、録画録音され
得ることとなる。

２　入国者収容所長等は、前項の規定にかかわら
ず、被収容者と次に掲げる者との面会については、
入国者収容所等の規律及び秩序を害する結果を生
ずるおそれがあると認めるべき特別の事情がある場
合を除き、立会い等をさせてはならない。
　一　自己に対する入国者収容所長等の措置その他
自己が受けた処遇に関し調査を行う国又は地方公
共団体の機関の職員
　二　自己に対する入国者収容所長等の措置その他
自己が受けた処遇に関し弁護士法（昭和二十四年
法律第二百五号）第三条第一項に規定する職務を
遂行する弁護士

２　刑事施設の長は、前項の規定にかかわらず、未
決拘禁者の第百十二条各号に掲げる者〔注：一　自
己に対する刑事施設の長の措置その他自己が受け
た処遇に関し調査を行う国又は地方公共団体の機
関の職員、二　自己に対する刑事施設の長の措置そ
の他自己が受けた処遇に関し弁護士法（昭和二十
四年法律第二百五号）第三条第一項に規定する職
務を遂行する弁護士〕との面会については、刑事施
設の規律及び秩序を害する結果又は罪証の隠滅の
結果を生ずるおそれがあると認めるべき特別の事情
がある場合を除き、立会い等をさせてはならない。

【従前規則】領事官、訴訟
代理人＆弁護人＆なろうと
する弁護士の面会は、時
間／場所等の指定はでき
るものの、面会自体を一切
拒否できない規定となって
いた
↓
【改正法案】一般面会同様
に拒否し得るものとした上
に、「入国者収容所等の規
律／秩序維持」や「衛生保
持」を理由に、広汎に拒否
できる規定とされている。

刑事施設の長は、未決拘禁者（受刑者又は死刑確
定者としての地位を有するものを除く。以下この目に
おいて同じ。）に対し、他の者から面会の申出があっ
たときは、第百四十八条第三項又は次節の規定によ
り禁止される場合を除き、これを許すものとする。た
だし、刑事訴訟法の定めるところにより面会が許され
ない場合は、この限りでない。

（面会の相手方）
第百二十四条、
第二百十六条、第
二百六十五条

第六節　外部交通
（面会の相手方）
第五十五条の五
十五

入国者収容所長等は、被収容者に対し、他の者から
面会の申出があつたときは、これを許すものとする。
ただし、入国者収容所等の規律及び秩序を維持し、
又は衛生を保持するため必要があると認めるとき
は、この限りでない。

（面会の相手方）
第百十五条

（災害時の避難及
び解放）
第二百十五条



（領事官等以外の
者との面会）
第三十四条

４　入国警備官は、被収容者又は面会者が保安上支
障があると認める行為をしたときは、直ちにこれを制
止し、制止に従わないときは、面会を中止させること
ができる。
５　入国警備官は、前項の規定により面会を中止さ
せたときは、速やかに所長等に報告しなければなら
ない。

（面会の一時停止
及び終了）
第五十五条の五
十七

１　入国者収容所等の職員は、次の各号のいずれか
（領事官等との面会にあつては、第一号ロ又はハに
限る。）に該当する場合には、その行為若しくは発言
を制止し、又はその面会を一時停止させることができ
る。この場合においては、面会の一時停止のため、
被収容者又は面会の相手方に対し面会の場所から
の退出を命じ、その他必要な措置をとることができ
る。
　一　被収容者又は面会の相手方が次のイからハま
でのいずれかに該当する行為をするとき。
　　イ　次条第一項の規定による制限に違反する行
為
　　ロ　入国者収容所等の規律及び秩序を害する行
為
　　ハ衛生上の支障がある行為
　二　被収容者又は面会の相手方が次のイからハま
でのいずれかに該当する内容の発言をするとき。
　　イ　暗号の使用その他の理由によつて、入国者収
容所等の職員が理解できないもの
　　ロ　犯罪の実行を共謀し、あおり、又は唆すもの
　　ハ　入国者収容所等の規律及び秩序を害する結
果を生ずるおそれのあるもの

（面会の一時停止
及び終了）
第百十三条

１　刑事施設の職員は、次の各号のいずれかに該当
する場合には、その行為若しくは発言を制止し、又は
その面会を一時停止させることができる。この場合に
おいては、面会の一時停止のため、受刑者又は面会
の相手方に対し面会の場所からの退出を命じ、その
他必要な措置を執ることができる。
　一　受刑者又は面会の相手方が次のイ又はロのい
ずれかに該当する行為をするとき。
　　イ　次条第一項の規定による制限に違反する行
為
　　ロ　刑事施設の規律及び秩序を害する行為
　二　受刑者又は面会の相手方が次のイからホまで
のいずれかに該当する内容の発言をするとき。
　　イ　暗号の使用その他の理由によって、刑事施設
の職員が理解できないもの
　　ロ　犯罪の実行を共謀し、あおり、又は唆すもの
　　ハ　刑事施設の規律及び秩序を害する結果を生
ずるおそれのあるもの
　ニ　受刑者の矯正処遇の適切な実施に支障を生
ずるおそれのあるもの
　ホ　特定の用務の処理のため必要であることを理
由として許された面会において、その用務の処理の
ため必要な範囲を明らかに逸脱するもの

（面会の一時停止
及び終了）
第二百十九条、
第二百六十七条

２　入国者収容所長等は、前項の規定により面会が
一時停止された場合において、面会を継続させるこ
とが相当でないと認めるときは、その面会を終わらせ
ることができる。

２　刑事施設の長は、前項の規定により面会が一時
停止された場合において、面会を継続させることが
相当でないと認めるときは、その面会を終わらせるこ
とができる。

（領事官等との面
会）
第三十三条

２　所長等は、前項の規定により面会を許可するとき
は、時間及び場所その他面会について必要な事項を
指定することができる。

（面会に関する制
限）
第五十五条の五
十八

１　入国者収容所長等は、被収容者の面会に関し、
法務省令で定めるところにより、面会の相手方の人
数、面会の場所、日及び時間帯、面会の時間及び回
数その他面会の態様について、入国者収容所等の
規律及び秩序の維持、衛生の保持その他管理運営
上必要な制限をすることができる。

（面会に関する制
限）
第百十四条

１　刑事施設の長は、受刑者の面会に関し、法務省
令で定めるところにより、面会の相手方の人数、面会
の場所、日及び時間帯、面会の時間及び回数その
他面会の態様について、刑事施設の規律及び秩序
の維持その他管理運営上必要な制限をすることがで
きる。

（領事官等以外の
者との面会）
第三十四条

２　前条第二項の規定は、前項の面会について準用
する。

２　前項の規定により面会の回数について制限をす
るときは、その回数は、面会の相手方一人ごとに一
日につき一回を下回つてはならない。

２　前項の規定により面会の回数について制限をす
るときは、その回数は、一月につき二回を下回っては
ならない。

（面会に関する制
限）
第百十八条５項、
第二百二十条６項

（発受を許す信書）
第五十五条の五
十九

入国者収容所長等は、被収容者に対し、第五十五条
の六十一の規定により差し止める場合を除き、他の
者との間で信書を発受することを許すものとする。

（発受を許す信書）
第百四十三条

刑事施設の長は、各種被収容者に対し、この目、第
百四十八条第三項又は次節の規定により禁止され
る場合を除き、他の者との間で信書を発受することを
許すものとする。

【改正法案】信書の発受関
連は、従前よりも、規定が
非常に細かくなっている。

（信書の検査）
第五十五条の六
十

１　入国者収容所長等は、入国者収容所等の規律及
び秩序の維持その他の理由により必要があると認め
る場合には、その指名する職員に、被収容者が発受
する信書について、検査を行わせることができる。

（信書の検査）
第百二十七条

１　刑事施設の長は、刑事施設の規律及び秩序の維
持、受刑者の矯正処遇の適切な実施その他の理由
により必要があると認める場合には、その指名する
職員に、受刑者が発受する信書について、検査を行
わせることができる。

２　次に掲げる信書については、前項の検査は、これ
らの信書に該当することを確認するために必要な限
度において行うものとする。ただし、第四号に掲げる
信書について、入国者収容所等の規律及び秩序を
害する結果を生ずるおそれがあると認めるべき特別
の事情がある場合は、この限りでない。
　一　領事官等から受ける信書
　二　被収容者が国又は地方公共団体の機関から
受ける信書
　三　被収容者が自己に対する入国者収容所長等
の措置その他自己が受けた処遇に関し調査を行う
国又は地方公共団体の機関に対して発する信書
　四　被収容者が自己に対する入国者収容所長等
の措置その他自己が受けた処遇に関し弁護士法第
三条第一項に規定する職務を遂行する弁護士（弁護
士法人又は弁護士・外国法事務弁護士共同法人を
含む。次条第二項において同じ。）との間で発受する
信書

２　次に掲げる信書については、前項の検査は、これ
らの信書に該当することを確認するために必要な限
度において行うものとする。ただし、第三号に掲げる
信書について、刑事施設の規律及び秩序を害する結
果を生ずるおそれがあると認めるべき特別の事情が
ある場合は、この限りでない。
　一　受刑者が国又は地方公共団体の機関から受
ける信書
　二　受刑者が自己に対する刑事施設の長の措置そ
の他自己が受けた処遇に関し調査を行う国又は地
方公共団体の機関に対して発する信書
　三　受刑者が自己に対する刑事施設の長の措置そ
の他自己が受けた処遇に関し弁護士法第三条第一
項に規定する職務を遂行する弁護士（弁護士法人を
含む。以下この款において同じ。）との間で発受する
信書

（通信文の発受）
第三十七条

１　所長等は、被収容者の発信する通信文を検閲し
た場合において、当該通信文の内容に収容所等の
保安上支障があると認める部分があるときは、当該
被収容者にその旨を告げてその部分を訂正させ、又
はまつ消させた後発信させるものとし、その指示に従
わないときは、これを領置するものとする。

２　所長等は、被収容者の受信する通信文を検閲し
た場合において、当該通信文の内容に収容所等の
保安上支障があると認める部分があるときは、その
部分を削除し、又はまつ消して当該被収容者に交付
するものとする。この場合において、交付することが
適当でないと認めるときは、これを領置するものとす
る。

３　第十一条第一項の規定は、前二項の規定により
領置した通信文について準用する。

（信書の内容によ
る差止め等）
第五十五条の六
十一

１　入国者収容所長等は、前条の規定による検査の
結果、被収容者が発受する信書について、その全部
又は一部が次の各号のいずれかに該当する場合に
は、その発受を差し止め、又はその該当箇所を削除
し、若しくは抹消することができる。同条第二項各号
に掲げる信書について、これらの信書に該当するこ
とを確認する過程においてその全部又は一部が次
の各号のいずれかに該当することが判明した場合
も、同様とする。
　一　暗号の使用その他の理由によつて、入国者収
容所等の職員が理解できない内容のものであると
き。
　二　発受によつて、刑罰法令に触れることとなり、
又は刑罰法令に触れる結果を生ずるおそれがあると
き。
　三　発受によつて、入国者収容所等の規律及び秩
序を害する結果を生ずるおそれがあるとき。
　四　威迫にわたる記述又は明らかな虚偽の記述が
あるため、受信者を著しく不安にさせ、又は受信者に
損害を被らせるおそれがあるとき。
　五　受信者を著しく侮辱する記述があるとき。

（信書の内容によ
る差止め等）
第百二十九条

１　刑事施設の長は、第百二十七条の規定による検
査の結果、受刑者が発受する信書について、その全
部又は一部が次の各号のいずれかに該当する場合
には、その発受を差し止め、又はその該当箇所を削
除し、若しくは抹消することができる。同条第二項各
号に掲げる信書について、これらの信書に該当する
ことを確認する過程においてその全部又は一部が次
の各号のいずれかに該当することが判明した場合
も、同様とする。
　一　暗号の使用その他の理由によって、刑事施設
の職員が理解できない内容のものであるとき。
　二　発受によって、刑罰法令に触れることとなり、又
は刑罰法令に触れる結果を生ずるおそれがあると
き。
　三　発受によって、刑事施設の規律及び秩序を害
する結果を生ずるおそれがあるとき。
　四　威迫にわたる記述又は明らかな虚偽の記述が
あるため、受信者を著しく不安にさせ、又は受信者に
損害を被らせるおそれがあるとき。
　五　受信者を著しく侮辱する記述があるとき。

（信書の内容によ
る差止め等）
第二百二十四条、
第二百七十一条

【従前規定】発信文書の削
除訂正は「収容所等の保
安上支障があると認める
部分があるとき」
　↓
【改正法案】「受信者を著し
く不安にさせるおそれ」「受
信者に損害を被らせるおそ
れ」等にも削除範囲が拡大

２　前項の規定にかかわらず、被収容者が国又は地
方公共団体の機関との間で発受する信書であつて
その機関の権限に属する事項を含むもの及び被収
容者が弁護士との間で発受する信書であつてその
被収容者に係る弁護士法第三条第一項に規定する
弁護士の職務に属する事項を含むものについては、
その発受の差止め又はその事項に係る部分の削除
若しくは抹消は、その部分の全部又は一部が前項第
一号から第三号までのいずれかに該当する場合に
限り、これを行うことができる。

２　前項の規定にかかわらず、受刑者が国又は地方
公共団体の機関との間で発受する信書であってその
機関の権限に属する事項を含むもの及び受刑者が
弁護士との間で発受する信書であってその受刑者に
係る弁護士法第三条第一項に規定する弁護士の職
務に属する事項を含むものについては、その発受の
差止め又はその事項に係る部分の削除若しくは抹消
は、その部分の全部又は一部が前項第一号から第
三号までのいずれかに該当する場合に限り、これを
行うことができる。

（信書に関する制
限）
第五十五条の六
十二

入国者収容所長等は、法務省令で定めるところによ
り、被収容者が発する信書の作成要領、その発信の
申請の日及び時間帯並びに被収容者の信書の発受
の方法について、入国者収容所等の管理運営上必
要な制限をすることができる。

（信書に関する制
限）
第百三十条

刑事施設の長は、法務省令で定めるところにより、受
刑者が発する信書の作成要領、その発信の申請の
日及び時間帯、受刑者が発信を申請する信書の通
数並びに受刑者の信書の発受の方法について、刑
事施設の管理運営上必要な制限をすることができ
る。

（信書に関する制
限）
第二百二十五条

（発信に要する費
用）
第五十五条の六
十三

信書の発信に要する費用については、被収容者が
負担することができない場合において、入国者収容
所長等が発信の目的に照らし相当と認めるときは、
その全部又は一部を国庫の負担とする。

（発信に要する費
用）
第百三十一条

信書の発信に要する費用については、受刑者が負
担することができない場合において、刑事施設の長
が発信の目的に照らし相当と認めるときは、その全
部又は一部を国庫の負担とする。

（発受を差し止め
た信書等の取扱
い）
第五十五条の六
十四

１　入国者収容所長等は、第五十五条の六十一の規
定により信書の発受を差し止めた場合にはその信書
を、同条の規定により信書の一部を削除した場合に
はその削除した部分を保管するものとする。

（発受を禁止した
信書等の取扱い）
第百三十二条

１　刑事施設の長は、第百二十八条、第百二十九条
又は第百四十八条第三項の規定により信書の発受
を禁止し、又は差し止めた場合にはその信書を、第
百二十九条の規定により信書の一部を削除した場
合にはその削除した部分を保管するものとする。

２　入国者収容所長等は、第五十五条の六十一の規
定により信書の記述の一部を抹消する場合には、そ
の抹消する部分の複製を作成し、これを保管するも
のとする。

２　刑事施設の長は、第百二十九条の規定により信
書の記述の一部を抹消する場合には、その抹消する
部分の複製を作成し、これを保管するものとする。

３　入国者収容所長等は、被収容者の出所の際、前
二項の規定により保管する信書の全部若しくは一部
又は複製（以下この章において「発受差止信書等」と
いう。）をその者に引き渡すものとする。

３　刑事施設の長は、受刑者の釈放の際、前二項の
規定により保管する信書の全部若しくは一部又は複
製（以下この章において「発受禁止信書等」という。）
をその者に引き渡すものとする。

４　入国者収容所長等は、被収容者が死亡した場合
には、法務省令で定めるところにより、その遺族等に
対し、その申請に基づき、発受差止信書等を引き渡
すものとする。

４　刑事施設の長は、受刑者が死亡した場合には、
法務省令で定めるところにより、その遺族等に対し、
その申請に基づき、発受禁止信書等を引き渡すもの
とする。

５ 前二項の規定にかかわらず、発受差止信書等の
引渡しにより入国者収容所等の規律及び秩序の維
持に支障を生ずるおそれがあるときは、これを引き
渡さないものとする。次に掲げる場合において、その
引渡しにより入国者収容所等の規律及び秩序の維
持に支障を生ずるおそれがあるときも、同様とする。
　一　出所した被収容者が、出所後に、発受差止信
書等の引渡しを求めたとき。
　二　被収容者が、第五十五条の三十五第一項各号
のいずれかに該当する場合において、発受差止信
書等の引渡しを求めたとき。

５　前二項の規定にかかわらず、発受禁止信書等の
引渡しにより刑事施設の規律及び秩序の維持に支
障を生ずるおそれがあるときは、これを引き渡さない
ものとする。次に掲げる場合において、その引渡しに
より刑事施設の規律及び秩序の維持に支障を生ず
るおそれがあるときも、同様とする。
　一　釈放された受刑者が、釈放後に、発受禁止信
書等の引渡しを求めたとき。
　二　受刑者が、第五十四条第一項各号のいずれか
に該当する場合において、発受禁止信書等の引渡し
を求めたとき。

【従前規則】領事官、訴訟
代理人＆弁護人＆なろうと
する弁護士の面会は、当
局が「制止」「中止」は一切
できない規定となっていた
↓
【改正法案】一般面会同様
に「制止」「中止」し得るも
のとした上に、「被収容者
又は面会者が保安上支障
があると認める行為をした
とき」と、広汎に制止／中
止できる規定とされてい
る。

【改正法案】面会に関する
所長等の「指定」の内容や
範囲が、従前よりも広汎か
つ詳細になった印象

（発受を禁止した
信書等の取扱い）
第二百二十六条、
第二百七十二条



６　第五十五条の三十四第一項、第五十五条の三十
五第一項並びに第五十五条の三十六第二項及び第
三項の規定は、被収容者に係る発受差止信書等（前
項の規定により引き渡さないこととされたものを除
く。）について準用する。この場合において、同条第
三項中「第一項の申請」とあるのは、「第五十五条の
六十四第四項の申請」と読み替えるものとする。

６　第五十三条第一項、第五十四条第一項並びに第
五十五条第二項及び第三項の規定は、受刑者に係
る発受禁止信書等（前項の規定により引き渡さない
こととされたものを除く。）について準用する。この場
合において、同条第三項中「第一項の申請」とあるの
は、「第百三十二条第四項の申請」と読み替えるもの
とする。

７ 第五項の規定により引き渡さないこととした発受差
止信書等は、次の各号に掲げる日から起算して三年
を経過した日に、国庫に帰属する。
　一　被収容者の出所又は死亡の日
　二　被収容者が第五十五条の三十五第一項各号
のいずれかに該当することとなつた日

７　第五項の規定により引き渡さないこととした発受
禁止信書等は、受刑者の釈放若しくは死亡の日又は
受刑者が第五十四条第一項各号のいずれかに該当
することとなった日から起算して三年を経過した日
に、国庫に帰属する。

（被収容者作成の
文書図画）
第五十五条の六
十五

入国者収容所長等は、被収容者がその作成した文
書図画（信書を除く。）を他の者に交付することを申
請した場合には、その交付につき、被収容者が発す
る信書に準じて検査その他の措置をとることができ
る。

（受刑者作成の文
書図画）
第百三十三条

刑事施設の長は、受刑者が、その作成した文書図画
（信書を除く。）を他の者に交付することを申請した場
合には、その交付につき、受刑者が発する信書に準
じて検査その他の措置を執ることができる。

（電話等による通
信）
第五十五条の六
十六

１　入国者収容所長等は、被収容者に対し、相当と
認めるときは、電話その他政令で定める電気通信の
方法による通信を行うことを許すことができる。

（電話等による通
信）
第百四十六条

１　刑事施設の長は、受刑者（未決拘禁者としての地
位を有するものを除く。以下この款において同じ。）に
対し、第八十八条第二項の規定により開放的施設に
おいて処遇を受けていることその他の法務省令で定
める事由に該当する場合において、その者の改善更
生又は円滑な社会復帰に資すると認めるときその他
相当と認めるときは、電話その他政令で定める電気
通信の方法による通信を行うことを許すことができ
る。

（発受を禁止した
信書等の取扱い）
第二百二十六条、
第二百七十二条



２　第五十五条の六十三の規定は、前項の通信につ
いて準用する。

２　第百三十一条の規定は、前項の通信について準
用する。

（通信の確認等）
第五十五条の六
十七

１　入国者収容所長等は、入国者収容所等の規律及
び秩序の維持その他の理由により必要があると認め
る場合には、その指名する職員に、前条第一項の通
信の内容を確認するため、その通信を受けさせ、又
はその内容を記録させることができる。

（通信の確認等）
第百四十七条

１　刑事施設の長は、刑事施設の規律及び秩序の維
持、受刑者の矯正処遇の適切な実施その他の理由
により必要があると認める場合には、その指名する
職員に、前条第一項の通信の内容を確認するため、
その通信を受けさせ、又はその内容を記録させるこ
とができる。

２　第五十五条の五十七第一項（第一号イを除く。）
及び第二項の規定は、前条第一項の通信について
準用する。

２　第百十三条第一項（第一号イを除く。）及び第二
項の規定は、前条第一項の通信について準用する。

（被収容者の申出
に対する措置）
第四十一条

１　入国警備官は、被収容者から処遇に関する申出
（次条第一項の規定によるものを除く。）、その他法
令に定める請求又は申出があつたときは、直ちに所
長等に報告しなければならない。
２　所長等は、前項の報告のあつた事項について、
速やかに処理し、その結果を当該被収容者に知らせ
るものとする。

（審査の申請）
第五十五条の六
十八

１　次に掲げる入国者収容所長等の措置に不服があ
る者は、書面で、出入国在留管理庁長官に対し、審
査の申請をすることができる。
　一　第五十五条の六に規定する宗教上の行為の
禁止又は制限
　二　第五十五条の七第二項の規定による書籍等の
閲覧の禁止
　三　第五十五条の二十二の規定による自弁の物品
の使用又は摂取を許さない処分
　四　第五十五条の三十一の規定による保管私物、
自ら保管する現金又は領置されている物品の交付を
許さない処分
　五　第五十五条の四十三第一項の規定による診療
を受けることを許さない処分又は同条第四項の規定
による診療の中止
　六　第五十五条の五十第一項の規定による隔離
　七　第五十五条の六十一、第五十五条の六十二又
は第五　　十五条の六十五の規定による信書の発受
又は文書図画の交付の差止め又は制限
　八　第五十五条の六十四第五項前段の規定による
発受差止信書等の引渡しをしない処分（同条第三項
の規定による引渡しに係るものに限る。）

（審査の申請）
第百五十七条

（審査の申請）
第二百二十九条、
第二百七十五条

２　前項の規定による審査の申請（以下この節にお
いて単に「審査の申請」という。）は、これを行う者が
自らしなければならない。

２　前項の規定による審査の申請（以下この節にお
いて単に「審査の申請」という。）は、これを行う者が
自らしなければならない。

１　審査の申請は、前条第一項に規定する措置の告
知があつた日の翌日から起算して三十日以内にしな
ければならない。

（審査の申請期
間）
第百五十八条

１　審査の申請は、措置の告知があった日の翌日か
ら起算して三十日以内にしなければならない。

２　天災その他前項の期間内に審査の申請をしなか
つたことについてやむを得ない理由があるときは、同
項の規定にかかわらず、その理由がやんだ日の翌
日から起算して一週間以内に限り、審査の申請をす
ることができる。

２　天災その他前項の期間内に審査の申請をしな
かったことについてやむを得ない理由があるときは、
同項の規定にかかわらず、その理由がやんだ日の
翌日から起算して一週間以内に限り、審査の申請を
することができる。

３　入国者収容所長等が誤つて法定の期間よりも長
い期間を審査の申請期間として教示した場合におい
て、その教示された期間内に審査の申請がされたと
きは、その審査の申請は、法定の期間内にされたも
のとみなす。

３　刑事施設の長が誤って法定の期間よりも長い期
間を審査の申請期間として教示した場合において、
その教示された期間内に審査の申請がされたとき
は、その審査の申請は、法定の期間内にされたもの
とみなす。

（所長等の処置）
第四十一条の四

所長等は、第四十一条の二第一項の不服の申出が
理由があると判定したとき、又は出入国在留管理庁
長官が前条第一項の異議の申出が理由があると裁
決したときは、その申出をした被収容者の処遇等に
関し必要な措置をとるものとする。

（行政不服審査法
の準用）
第五十五条の七
十

行政不服審査法（平成二十六年法律第六十八号）第
十五条、第十八条第三項、第十九条第二項及び第
四項、第二十二条第一項及び第五項、第二十三条、
第二十五条第一項、第二項及び第六項、第二十六
条、第二十七条並びに第三十九条の規定は、審査
の申請について準用する。この場合において、同法
第二十五条第二項中「審査請求人の申立てにより又
は職権で」とあるのは、「職権で」と読み替えるものと
するほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。

（行政不服審査法
の準用）
第百五十九条

行政不服審査法（平成二十六年法律第六十八号）第
十五条、第十八条第三項、第十九条第二項及び第
四項、第二十二条第一項及び第五項、第二十三条、
第二十五条第一項、第二項及び第六項、第二十六
条、第二十七条並びに第三十九条の規定は、審査
の申請について準用する。この場合において、同法
第二十五条第二項中「審査請求人の申立てにより又
は職権で」とあるのは、「職権で」と読み替えるものと
するほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。

【改正法案】行政不服審査
法が一定程度準用される
こととなった。

１　出入国在留管理庁長官は、職権で、審査の申請
に関して必要な調査をするものとする。

（調査）
第百六十条

１　矯正管区の長は、職権で、審査の申請に関して
必要な調査をするものとする。

２　出入国在留管理庁長官は、前項の調査をするた
め必要があるときは、入国者収容所長等に対し、報
告若しくは資料その他の物件の提出を命じ、又はそ
の指名する職員をして、審査の申請をした者その他
の関係者に対し質問をさせ、若しくは物件の提出を
求めさせ、これらの者が提出した物件を留め置か
せ、若しくは検証を行わせることができる。

２　矯正管区の長は、前項の調査をするため必要が
あるときは、刑事施設の長に対し、報告若しくは資料
その他の物件の提出を命じ、又はその指名する職員
をして、審査の申請人その他の関係者に対し質問を
させ、若しくは物件の提出を求めさせ、これらの者が
提出した物件を留め置かせ、若しくは検証を行わせ
ることができる。

（裁決）
第五十五条の七
十二

１　出入国在留管理庁長官は、審査の申請を受けた
ときは、できる限り九十日以内に裁決をするよう努め
るものとする。

（裁決）
第百六十一条

１　矯正管区の長は、審査の申請を受けたときは、で
きる限り九十日以内に裁決をするよう努めるものとす
る。

２　行政不服審査法第四十五条第一項及び第二項、
第四十六条第一項本文及び第二項（第二号を除
く。）、第四十七条（ただし書及び第二号を除く。）、第
四十八条、第五十条第一項及び第三項、第五十一
条並びに第五十二条第一項及び第二項の規定は、
審査の申請の裁決について準用する。この場合にお
いて、同法第五十一条第三項中「掲示し、かつ、その
旨を官報その他の公報又は新聞紙に少なくとも一回
掲載して」とあるのは、「掲示して」と読み替えるもの
とするほか、必要な技術的読替えは、政令で定め
る。

２　行政不服審査法第四十五条第一項及び第二項、
第四十六条第一項本文及び第二項（第二号を除
く。）、第四十七条（ただし書及び第二号を除く。）、第
四十八条、第五十条第一項及び第三項、第五十一
条並びに第五十二条第一項及び第二項の規定は、
審査の申請の裁決について準用する。この場合にお
いて、同法第五十一条第三項中「掲示し、かつ、その
旨を官報その他の公報又は新聞紙に少なくとも一回
掲載して」とあるのは、「掲示して」と読み替えるもの
とするほか、必要な技術的読替えは、政令で定め
る。

（再審査の申請）
第五十五条の七
十三

１　審査の申請の裁決に不服がある者は、書面で、
法務大臣に対し、再審査の申請をすることができる。

（再審査の申請）
第百六十二条

１　審査の申請の裁決に不服がある者は、政令で定
めるところにより、書面で、法務大臣に対し、再審査
の申請をすることができる。

２　前項の規定による再審査の申請（以下この節に
おいて単に「再審査の申請」という。）は、審査の申請
についての裁決の告知があつた日の翌日から起算
して三十日以内にしなければならない。

２　前項の規定による再審査の申請（以下この節に
おいて単に「再審査の申請」という。）は、審査の申請
についての裁決の告知があった日の翌日から起算し
て三十日以内にしなければならない。

（異議の申出）
第四十一条の三

（不服の申出）
第四十一条の二

１　被収容者は、自己の処遇に関する入国警備官の
措置に不服があるときは、当該措置があつた日から
七日以内に、不服の理由を記載した書面により所長
等にその旨を申し出ることができる。

２　所長等は、前項の規定による申出があつたとき
は、速やかに必要な調査を行い、その申出があつた
日から十四日以内に、その申出に理由があるかどう
かを判定して、その結果を書面により前項の規定に
よる申出をした者（以下「不服申出人」という。）に通
知しなければならない。ただし、不服申出人がその通
知を受ける前に出所している場合には、第一項の申
出があつた日から十四日以内に、その者が出所前
に所長等に届け出た出所後の住所、居所その他の
場所に通知を発することができる。

３　前項の規定による通知に係る書面には、不服申
出人が収容中である場合に限り次条第一項の規定
による異議の申出をすることができる旨を記載しなけ
ればならない。

【従前規則】広く一般に処
遇に関する申し出及ぶ不
服の申出制度があった。
　↓
【改正法案】審査申請とさ
れた上で、範囲が限定され
た。

【従前規則】不服申立て期
間は７日
　↓
【改正法案】不服申立て期
間は３０日

（審査の申請期
間）
第五十五条の六
十九

（再審査の申請）
第二百三十条、第
二百七十六条

（調査）
第五十五条の七
十一

１　次に掲げる刑事施設の長の措置に不服がある者
は、政令で定めるところにより、書面で、当該刑事施
設の所在地を管轄する矯正管区の長に対し、審査の
申請をすることができる。
　一　第四十一条第二項の規定による自弁の物品の
使用又は摂取を許さない処分
　二　第四十九条の規定による領置されている現金
の使用又は第五十条の規定による保管私物若しくは
領置されている金品の交付を許さない処分
　三　第六十三条第一項の規定による診療を受ける
ことを許さない処分又は同条第四項の規定による診
療の中止
　四　第六十七条に規定する宗教上の行為の禁止
又は制限
　五　第七十条第一項又は第七十一条の規定による
書籍等の閲覧の禁止又は制限
　六　第七十条第二項の規定による費用を負担させ
る処分
　七　第七十六条第一項の規定による隔離
　八　第九十八条第一項の規定による作業報奨金
の支給に関する処分
　九　第百条第二項（第八十二条第二項において準
用する場合を含む。）の規定による障害手当金の支
給に関する処分
　十　第百条第四項（第八十二条第二項において準
用する場合を含む。）の規定による特別手当金の支
給に関する処分
　十一　第百二十八条（第百三十八条において準用
する場合を含む。）の規定又は第百二十九条、第百
三十条第一項若しくは第百三十三条（これらの規定
を第百三十六条（第百四十五条においてその例によ
る場合を含む。次号において同じ。）、第百三十八
条、第百四十一条、第百四十二条及び第百四十四
条において準用する場合を含む。）の規定による信
書の発受又は文書図画の交付の禁止、差止め又は
制限
　十二　第百三十二条第五項前段（第百三十六条、
第百三十八条、第百四十一条、第百四十二条及び
第百四十四条において準用する場合を含む。）の規
定による発受禁止信書等の引渡しをしない処分（第
百三十二条第三項（第百三十六条、第百三十八条、
第百四十一条、第百四十二条及び第百四十四条に
おいて準用する場合を含む。）の規定による引渡しに
係るものに限る。）
　十三　第百四十八条第一項又は第二項の規定に
よる費用を負担させる処分
　十四　第百五十条第一項の規定による懲罰
　十五　第百五十三条の規定による物を国庫に帰属
させる処分
　十六　第百五十四条第四項の規定による隔離

第七節　不服申立て

１　前条第二項の規定による判定に不服がある被収
容者は、同項の規定による通知を受けた日から三日
以内に、不服の理由を記載した書面を所長等に提出
して、出入国在留管理庁長官に対し異議を申し出る
ことができる。

２　所長等は、前項の規定による申出があつたとき
は、速やかにその申出に係る書面及び前条第二項
の調査に関する書類を出入国在留管理庁長官に送
付するものとする。

３　出入国在留管理庁長官は、第一項の規定による
申出があつたときは、速やかにその申出に理由があ
るかどうかを裁決して、書面により所長等を経由して
第一項の規定による申出をした者（以下「異議申出
人」という。）に通知するものとする。ただし、異議申
出人がその通知を受ける前に出所している場合に
は、その者が出所前に所長等に届け出た出所後の
住所、居所その他の場所に通知を発することができ
る。



３　第五十五条の六十八第二項、第五十五条の六十
九第二項、第五十五条の七十一及び前条第一項並
びに行政不服審査法第十五条、第十八条第三項、
第十九条第二項及び第四項、第二十三条、第二十
五条第一項、第二項及び第六項、第二十六条、第二
十七条、第三十九条、第四十六条第一項本文及び
第二項（第二号を除く。）、第四十七条（ただし書及び
第二号を除く。）、第四十八条、第五十条第一項、第
五十一条、第五十二条第一項及び第二項、第六十
二条第二項並びに第六十四条第一項から第三項ま
での規定は、再審査の申請について準用する。この
場合において、同法第二十五条第二項中「審査請求
人の申立てにより又は職権で」とあるのは「職権で」
と、同法第五十一条第三項中「掲示し、かつ、その旨
を官報その他の公報又は新聞紙に少なくとも一回掲
載して」とあるのは「掲示して」と読み替えるものとす
るほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。

３　第百五十七条第二項、第百五十八条第二項、第
百六十条及び前条第一項並びに行政不服審査法第
十五条、第十八条第三項、第十九条第二項及び第
四項、第二十三条、第二十五条第一項、第二項及び
第六項、第二十六条、第二十七条、第三十九条、第
四十六条第一項本文及び第二項（第二号を除く。）、
第四十七条（ただし書及び第二号を除く。）、第四十
八条、第五十条第一項、第五十一条、第五十二条第
一項及び第二項、第六十二条第二項並びに第六十
四条第一項から第三項までの規定は、再審査の申
請について準用する。この場合において、同法第二
十五条第二項中「審査請求人の申立てにより又は職
権で」とあるのは「職権で」と、同法第五十一条第三
項中「掲示し、かつ、その旨を官報その他の公報又
は新聞紙に少なくとも一回掲載して」とあるのは「掲
示して」と読み替えるものとするほか、必要な技術的
読替えは、政令で定める。

（不服の申出）
第四十一条の二

（出入国在留管理
庁長官に対する事
実の申告）
第五十五条の七
十四

１　被収容者は、自己に対する入国者収容所等の職
員による行為であつて、次に掲げるものがあつたとき
は、政令で定めるところにより、書面で、出入国在留
管理庁長官に対し、その事実を申告することができ
る。
　一　身体に対する違法な有形力の行使
　二　違法又は不当な捕縄又は手錠の使用
　三　違法又は不当な保護室等への収容

（矯正管区の長に
対する事実の申
告）
第百六十三条

１　被収容者は、自己に対する刑事施設の職員によ
る行為であって、次に掲げるものがあったときは、政
令で定めるところにより、書面で、当該刑事施設の所
在地を管轄する矯正管区の長に対し、その事実を申
告することができる。
　一　身体に対する違法な有形力の行使
　二　違法又は不当な捕縄、手錠又は拘束衣の使用
　三　違法又は不当な保護室への収容

２　前項の規定による申告は、その申告に係る事実
があつた日の翌日から起算して三十日以内にしなけ
ればならない。

２　前項の規定による申告は、その申告に係る事実
があった日の翌日から起算して三十日以内にしなけ
ればならない。

３　第五十五条の六十八第二項、第五十五条の六十
九第二項及び第三項並びに第五十五条の七十一並
びに行政不服審査法第十八条第三項、第二十二条
第一項及び第五項、第二十三条、第二十七条並び
に第三十九条の規定は、第一項の規定による申告
について準用する。この場合において、必要な技術
的読替えは、政令で定める。

３　第百五十七条第二項、第百五十八条第二項及び
第三項並びに第百六十条並びに行政不服審査法第
十八条第三項、第二十二条第一項及び第五項、第
二十三条、第二十七条並びに第三十九条の規定
は、第一項の規定による申告について準用する。こ
の場合において必要な技術的読替えは、政令で定
める。

（不服の申出）
第四十一条の二

（通知）
第五十五条の七
十五

１　前条第一項の規定による申告が適法であるとき
は、出入国在留管理庁長官は、その申告に係る事実
の有無について確認し、その結果をその申告をした
者に通知するものとする。ただし、その者が出所した
ときは、この限りでない。

（通知）
第百六十四条

１　前条第一項の規定による申告が適法であるとき
は、矯正管区の長は、その申告に係る事実の有無に
ついて確認し、その結果をその申告をした者に通知
するものとする。ただし、その者が釈放されたときは、
この限りでない。

【従前規定】申出から１４日
以内に、所長等が判定、通
知。
　↓
【改正法案】申告に対する
応答期限なし。２　前条第一項の規定による申告が法定の期間経過

後にされたものであるとき、その他不適法であるとき
は、出入国在留管理庁長官は、その旨をその申告を
した者に通知するものとする。この場合においては、
前項ただし書の規定を準用する。

２　前条第一項の規定による申告が法定の期間経過
後にされたものであるとき、その他不適法であるとき
は、矯正管区の長は、その旨をその申告をした者に
通知するものとする。この場合においては、前項ただ
し書の規定を準用する。

３　第五十五条の七十二第一項並びに行政不服審
査法第五十条第一項及び第三項の規定は、前二項
の規定による通知について準用する。この場合にお
いて、必要な技術的読替えは、政令で定める。

３　第百六十一条第一項並びに行政不服審査法第
五十条第一項及び第三項の規定は、前二項の規定
による通知について準用する。この場合において必
要な技術的読替えは、政令で定める。

４　出入国在留管理庁長官は、前条第一項に規定す
る事実があつたことを確認した場合において、必要
があると認めるときは、同様の行為の再発の防止の
ため必要な措置その他の措置をとるものとする。

４　矯正管区の長は、前条第一項に規定する事実が
あったことを確認した場合において、必要があると認
めるときは、同様の行為の再発の防止のため必要な
措置その他の措置を執るものとする。

（法務大臣に対す
る事実の申告）
第五十五条の七
十六

１　被収容者は、前条第一項又は第二項の規定によ
る通知を受けた場合において、その内容に不服があ
るときは、政令で定めるところにより、書面で、法務大
臣に対し、第五十五条の七十四第一項に規定する
事実を申告することができる。

（法務大臣に対す
る事実の申告）
第百六十五条

１　被収容者は、前条第一項又は第二項の規定によ
る通知を受けた場合において、その内容に不服があ
るときは、政令で定めるところにより、書面で、法務大
臣に対し、第百六十三条第一項に規定する事実を申
告することができる。

２　前項の規定による申告は、前条第一項又は第二
項の規定による通知を受けた日の翌日から起算して
三十日以内にしなければならない。

２　前項の規定による申告は、前条第一項又は第二
項の規定による通知を受けた日の翌日から起算して
三十日以内にしなければならない。

３　第五十五条の六十八第二項、第五十五条の六十
九第二項、第五十五条の七十一、第五十五条の七
十二第一項並びに前条第一項、第二項及び第四項
並びに行政不服審査法第十八条第三項、第二十三
条、第二十七条、第三十九条及び第五十条第一項
の規定は、第一項の規定による申告について準用す
る。この場合において、必要な技術的読替えは、政
令で定める。

３　第百五十七条第二項、第百五十八条第二項、第
百六十条、第百六十一条第一項並びに前条第一
項、第二項及び第四項並びに行政不服審査法第十
八条第三項、第二十三条、第二十七条、第三十九条
及び第五十条第一項の規定は、第一項の規定によ
る申告について準用する。この場合において必要な
技術的読替えは、政令で定める。

１　被収容者は、自己に対する入国者収容所長等の
措置その他自己が受けた処遇について、書面で、法
務大臣に対し、苦情の申出をすることができる。

（法務大臣に対す
る苦情の申出）
第百六十六条

１　被収容者は、自己に対する刑事施設の長の措置
その他自己が受けた処遇について、書面で、法務大
臣に対し、苦情の申出をすることができる。

２　第五十五条の六十八第二項の規定は、前項の苦
情の申出について準用する。

２　第百五十七条第二項の規定は、前項の苦情の申
出について準用する。

３　法務大臣は、第一項の苦情の申出を受けたとき
は、これを誠実に処理し、処理の結果を当該苦情の
申出をした者に通知しなければならない。ただし、そ
の者が出所したときは、この限りでない。

３　法務大臣は、苦情の申出を受けたときは、これを
誠実に処理し、処理の結果を苦情の申出をした者に
通知しなければならない。ただし、その者が釈放され
たときは、この限りでない。

（監査官に対する
苦情の申出）
第五十五条の七
十八

１　被収容者は、自己に対する入国者収容所長等の
措置その他自己が受けた処遇について、口頭又は
書面で、第五十五条の九の規定により実地監査を行
う監査官（以下この節において単に「監査官」とい
う。）に対し、苦情の申出をすることができる。

（監査官に対する
苦情の申出）
第百六十七条

１　被収容者は、自己に対する刑事施設の長の措置
その他自己が受けた処遇について、口頭又は書面
で、第五条の規定により実地監査を行う監査官（以
下この節において単に「監査官」という。）に対し、苦
情の申出をすることができる。

２　第五十五条の六十八第二項の規定は、前項の苦
情の申出について準用する。

２　第百五十七条第二項の規定は、前項の苦情の申
出について準用する。

３　監査官は、口頭による第一項の苦情の申出を受
けるに当たつては、入国者収容所等の職員を立ち会
わせてはならない。

３　監査官は、口頭による苦情の申出を受けるに当
たっては、刑事施設の職員を立ち会わせてはならな
い。

４　前条第三項の規定は、監査官が第一項の苦情の
申出を受けた場合について準用する。

４　前条第三項の規定は、監査官が苦情の申出を受
けた場合について準用する。

１　被収容者は、自己に対する入国者収容所長等の
措置その他自己が受けた処遇について、口頭又は
書面で、入国者収容所長等に対し、苦情の申出をす
ることができる。

（刑事施設の長に
対する苦情の申
出）
第百六十八条

被収容者は、自己に対する刑事施設の長の措置そ
の他自己が受けた処遇について、口頭又は書面で、
刑事施設の長に対し、苦情の申出をすることができ
る。

２　第五十五条の六十八第二項の規定は、前項の苦
情の申出について準用する。

２　第百五十七条第二項の規定は、前項の苦情の申
出について準用する。

３　被収容者が口頭で第一項の苦情の申出をすると
きは、入国者収容所長等は、その指名する職員にそ
の内容を聴取させることができる。

３　被収容者が口頭で第一項の苦情の申出をしよう
とするときは、刑事施設の長は、その指名する職員
にその内容を聴取させることができる。

４　第五十五条の七十七第三項の規定は、入国者収
容所長等が第一項の苦情の申出を受けた場合につ
いて準用する。

４　第百六十六条第三項の規定は、刑事施設の長が
苦情の申出を受けた場合について準用する。

（秘密申立て）
第五十五条の八
十

１　入国者収容所長等は、被収容者が審査の申請等
（審査の申請、再審査の申請又は第五十五条の七
十四第一項若しくは第五十五条の七十六第一項の
規定による申告をいう。次項及び次条において同
じ。）をし、又は法務大臣若しくは監査官に対する苦
情の申出（第五十五条の七十七第一項又は第五十
五条の七十八第一項の苦情の申出をいう。）をする
に当たり、その内容を入国者収容所又は地方出入
国在留管理局の職員に秘密にすることができるよう
に、必要な措置を講じなければならない。

（秘密申立て）
第百六十九条

１　刑事施設の長は、被収容者が、審査の申請等
（審査の申請、再審査の申請又は第百六十三条第
一項若しくは第百六十五条第一項の規定による申告
をいう。次項及び次条において同じ。）をし、又は法
務大臣若しくは監査官に対し苦情の申出をするに当
たり、その内容を刑事施設の職員に秘密にすること
ができるように、必要な措置を講じなければならな
い。

（秘密申立て）
第二百三十六条、
（秘密申立て）
第二百八十二条

（異議の申出）
第四十一条の三

（入国者収容所長
等に対する苦情の
申出）
第五十五条の七
十九

（法務大臣に対す
る苦情の申出）
第五十五条の七
十七

【従前規定】入国警備官に
よるおよそ全ての「措置」
が不服申出の対象だった。
　↓
【改正法案】入管収容施設
職員によるものへと主体が
拡大される一方、不服申立
ての対象が限定列挙され
た。

（再審査の申請）
第二百三十条、第
二百七十六条

（公安委員会に対
する事実の申告）
第二百三十二条、
（海上保安庁長官
に対する事実の申
告）
第二百七十八条

１　被収容者は、自己の処遇に関する入国警備官の
措置に不服があるときは、当該措置があつた日から
七日以内に、不服の理由を記載した書面により所長
等にその旨を申し出ることができる。

２　所長等は、前項の規定による申出があつたとき
は、速やかに必要な調査を行い、その申出があつた
日から十四日以内に、その申出に理由があるかどう
かを判定して、その結果を書面により前項の規定に
よる申出をした者（以下「不服申出人」という。）に通
知しなければならない。ただし、不服申出人がその通
知を受ける前に出所している場合には、第一項の申
出があつた日から十四日以内に、その者が出所前
に所長等に届け出た出所後の住所、居所その他の
場所に通知を発することができる。

３　前項の規定による通知に係る書面には、不服申
出人が収容中である場合に限り次条第一項の規定
による異議の申出をすることができる旨を記載しなけ
ればならない。

（警察本部長に対
する事実の申告）
第二百三十一条、
（管区海上保安本
部長に対する事実
の申告）
第二百七十七条

１　前条第二項の規定による判定に不服がある被収
容者は、同項の規定による通知を受けた日から三日
以内に、不服の理由を記載した書面を所長等に提出
して、出入国在留管理庁長官に対し異議を申し出る
ことができる。

２　所長等は、前項の規定による申出があつたとき
は、速やかにその申出に係る書面及び前条第二項
の調査に関する書類を出入国在留管理庁長官に送
付するものとする。

３　出入国在留管理庁長官は、第一項の規定による
申出があつたときは、速やかにその申出に理由があ
るかどうかを裁決して、書面により所長等を経由して
第一項の規定による申出をした者（以下「異議申出
人」という。）に通知するものとする。ただし、異議申
出人がその通知を受ける前に出所している場合に
は、その者が出所前に所長等に届け出た出所後の
住所、居所その他の場所に通知を発することができ
る。



２　第五十五条の六十の規定にかかわらず、審査の
申請等又は苦情の申出（第五十五条の七十七第一
項、第五十五条の七十八第一項又は前条第一項の
苦情の申出をいう。次条において同じ。）の書面は、
検査をしてはならない。

２　第百二十七条（第百四十四条において準用する
場合を含む。）、第百三十五条（第百三十八条及び
第百四十二条において準用する場合を含む。）及び
第百四十条の規定にかかわらず、審査の申請等又
は苦情の申出の書面は、検査をしてはならない

（不利益取扱いの
禁止）
第五十五条の八
十一

入国者収容所又は地方出入国在留管理局の職員
は、被収容者が審査の申請等又は苦情の申出をし
たことを理由として、その者に対し、不利益な取扱い
をしてはならない。

（不利益取扱いの
禁止）
第百七十条

刑事施設の職員は、被収容者が審査の申請等又は
苦情の申出をしたことを理由として、その者に対し不
利益な取扱いをしてはならない。

（不利益取扱いの
禁止）
第二百三十七条、
第二百八十三条

第八節　死亡
２　所長等は、被収容者が死亡したときは、死亡の日
時、病名、死因等を速やかに親族又は同居者等に
通知し、これに遺体及び遺留品を引き渡さなければ
ならない。この場合において、親族又は同居者等か
ら依頼があつたときその他相当と認めるときは、遺留
品を廃棄することができる。

（死亡の通知）
第五十五条の八
十二

入国者収容所長等は、被収容者が死亡した場合に
は、法務省令で定めるところにより、その遺族等に対
し、その死亡の原因及び日時並びに交付すべき遺留
物又は発受差止信書等があるときはその旨を速や
かに通知しなければならない。

第二百三十九条 留置業務管理者は、被留置者が死亡した場合には、
内閣府令で定めるところにより、その遺族等に対し、
その死亡の原因及び日時並びに交付すべき遺留物
又は発受禁止信書等があるときはその旨を速やか
に通知しなければならない。

（死亡の通知）
第百七十六条
第１３節死亡第二
百八十五条

　

１　所長等は、被収容者が死亡したときは、直ちに医
師の検案を求める等適切な措置を講じ、死亡の原因
その他必要な事項を明らかにしておかなければなら
ない。

（死体に関する措
置）
第五十五条の八
十三

１　被収容者が死亡した場合において、その死体の
埋葬又は火葬を行う者がないときは、墓地、埋葬等
に関する法律（昭和二十三年法律第四十八号）第九
条の規定にかかわらず、その埋葬又は火葬は、入国
者収容所長等が行うものとする。

（死体に関する措
置）
第百七十七条

１　被収容者が死亡した場合において、その死体の
埋葬又は火葬を行う者がないときは、墓地、埋葬等
に関する法律（昭和二十三年法律第四十八号）第九
条の規定にかかわらず、その埋葬又は火葬は、刑事
施設の長が行うものとする。

３　所長等は、遺体を引き取る者がないときは、市町
村長に対し、墓地、埋葬等に関する法律（昭和二十
三年法律第四十八号）第九条の規定による埋葬又
は火葬を依頼しなければならない。

２　前項に定めるもののほか、被収容者の死体に関
する措置については、法務省令で定める。

２　前項に定めるもののほか、被収容者の死体に関
する措置については、法務省令で定める。

（出入国在留管理
庁長官への報告）
第四十三条

所長等は、保安上の事故又は非常災害が発生した
ときは、当該事件の内容及びこれに対してとつた措
置を直ちに出入国在留管理庁長官に報告しなけれ
ばならない。

【従前規則】事故等の入管
庁長官への報告義務
　↓
【改正法案】当該規定消滅

（収容所等以外の
場所に収容されて
いる者に関する準
用）
第四十四条

この規則は、収容令書又は退去強制令書により収容
所等以外の場所に収容されている者の処遇につい
て準用する。

【従前規則】入管収容所等
以外への収容者に準用
　↓
【改正法案】当該規定消滅

（委任事項）
第四十五条

所長等は、出入国在留管理庁長官の認可を受けて、
被収容者の処遇に関する細則を定めることができ
る。

【従前規則】「死亡の原因
その他必要な事項」を明ら
かにしておく義務が、所長
にあり。
　　　↓
【改正法案】当該規定消滅

（死亡）
第四十二条


